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　５　区域の設定　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

６　障害福祉サービス等及び障害児支援の体系　　　　　　　　　　　　　
Ⅱ　平成３２年度の数値目標の設定　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　

１　福祉施設入所者の地域生活への移行                                   
２　精神障害にも対応した地域包括システムの構築                          　　 
３　地域生活支援拠点等の整備　　　　　　                          　　 

４　福祉施設から一般就労への移行等　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　５　障害児支援体制の整備
Ⅲ　各年度における指定障害福祉サービス等の種類ごとの必要な量の見込み
及びその見込量の確保のための方策      　 

　１　各年度における指定障害福祉サービス等の種類ごとの必要な量の見込み       

　２　指定障害福祉サービス等の見込量の確保のための方策    　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　 
Ⅳ　各年度の指定障害者支援施設及び指定障害児入所施設の必要入所定員総数                         

Ⅴ　指定障害福祉サービス等に従事する者の確保及び資質の向上等のために

講ずる措置 　                                                        

１　サービス提供にかかる人材の研修                                     

２　指定障害福祉サービス等の事業者に対する第三者の評価　　　                                   

Ⅵ　富山県の地域生活支援事業の実施に関する事項                           
１　専門性の高い相談支援事業                                           

２　専門性の高い意思疎通支援を行う者の派遣事業                         
３　広域的な支援事業                                                   

４　各種人材の養成　　　　　                                           
５　その他                                                             
Ⅶ　その他自立支援給付及び地域生活支援事業並びに障害児通所支援等の
円滑な実施を確保するための必要な事項
１　障害者等に対する虐待の防止                                 

２　意思決定支援の促進                                    

３　障害者の芸術文化活動による社会参加等の促進
４　障害を理由とする差別の解消の推進

５　障害福祉サービス等及び障害児通所支援等を提供する事業所における
利用者の安全確保に向けた取り組みや事業所における研修等の充実
Ⅷ　計画の達成状況の点検及び評価                                 
Ⅸ　障害保健福祉圏域別の数値目標等    　                          　　   
Ⅰ　基本的理念等


１　目的及び趣旨
近年、障害者を取り巻く環境は大きく変化しており、平成２５年６月には、障害者基本法に謳われている差別の禁止の基本原則を具体化した「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律」が制定されました。本県においても、すべての障害のある人が安心して暮らすことのできる社会を実現するため、障害を理由とする差別の解消についての基本理念や県と県民の責務、県の施策の基本事項等を定めた「障害のある人の人権を尊重し県民皆が共にいきいきと輝く富山県づくり条例」が平成２６年１２月制定され、法とともに平成２８年４月に施行されました。

平成２８年５月には障害者総合支援法及び児童福祉法の一部を改正する法律が成立し、自立生活支援、就労定着支援、居宅訪問型児童発達支援などの新しいサービスや重度訪問介護、保育所等訪問支援の拡大、障害福祉サービス等の情報公表制度などが平成３０年４月から施行されます。
この富山県障害福祉計画及び障害児福祉計画（以下、「本計画」という）は、これらの法整備や諸状況の変化を踏まえ、障害者の地域生活を支援するためのサービス基盤整備等に係る平成３２年度末の数値目標を設定するとともに、平成３０年度から平成３２年度までの障害福祉サービス等の必要な量の見込み及びその見込量の確保のための方策を定めることにより、障害福祉サービス等の提供体制の確保が計画的に図られるようにするものです。

２　計画の位置付け　
　　本計画は、障害者総合支援法第８９条第１項に基づく富山県の障害福祉計画及び児童福祉法第３３条の２２第１項に基づく障害児福祉計画であり、「障害福祉サービス等及び障害児通所支援等の円滑な実施を確保するための基本指針（平成２９年厚生労働省告示第１１６号。以下「国指針」という。）」に即して策定するものです。

　　また、県介護保険事業支援計画、県子ども・子育て支援事業計画等との調和を図るとともに、障害者基本法（昭和４５年法律第８４号）に基づき、障害者のための施策に関する基本的な計画として平成２６年３月に策定した「富山県障害者計画」のうち、障害福祉サービス等の確保に関する実施計画としての位置付けを有するものです。

<計画の位置付け>
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<障害者計画との関係>
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教育・育成の充実と雇用・就労の促進

３ 地域での自立した生活を支援する福祉・保

健・医療の充実

４ 快適で安心して暮らせる生活環境の整備

１．平成３２年度までの数値目標

①福祉施設の入所者の地域生活への移行

②精神障害にも対応した地域包括ケアシステ

ムの構築

③地域生活支援拠点等の整備

④福祉施設から一般就労への移行等

⑤障害児支援の提供体制の整備

２．平成３２年度までの各年度の障害福祉サービ

ス等の種類ごとの必要な見込並びにその見

込量の確保のための方策

３．平成３２年度までの障害者支援施設の必要
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４．地域生活支援事業の実施に関する事項

５．その他自立支援給付及び地域生活支援事業

並びに障害児通所支援等の円滑な実施を確

保するための必要な事項

富山県障害者計画

障害者基本法第１１条第２項

障害者総合支援法第８９条第１項

児童福祉法第３３条の２２第１項

障害者のための施策に関する基本的な

計画

障害福祉サービス等、障害児支援等の確

保に関する計画

３年間

（第５期計画：平成

30
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年度）

中長期（本県は５年間）

（第３次計画：平成

26

年度～

30

年度）

障害者計画 障害福祉計画・障害児福祉計画


３　基本的理念　　
全ての国民が、障害の有無にかかわらず、等しく基本的人権を享有するかけがえのない個人として尊重されるものであるとする障害者基本法や、障害者等の日常生活・社会生活の支援が、共生社会を実現するため、 社会参加の機会の確保及び地域社会における共生、社会的障壁の除去に資するよう、総合的かつ計画的に行われることを基本とする障害者総合支援法の理念、児童が良好な環境において生まれ、かつ、社会のあらゆる分野において、児童の年齢及び発達の程度に応じて、その意見が尊重され、その最善の利益が優先して考慮され、心身ともに健やかに育成されるよう努めなければならないとする児童福祉法の原理を踏まえ、次の点に配慮して計画を作成します。

（１）障害者等の自己決定の尊重と意思決定の支援
　　　　すべての人が、障害の有無によって分け隔てられることなく、相互に人格と個性を尊重し支え合い、地域の中で共に生きる「共生社会」を実現するため、
　　　障害者等の自己決定を尊重し、意思疎通手段の選択の機会の拡大等に配慮するとともに、その意思決定の支援に配慮します。
　　　　また、障害者等が必要とする障害福祉サービスその他の支援を受けつつ、その自立と社会参加の実現を図っていくことを基本として、障害福祉サービス及び相談支援並びに市町村及び県の地域生活支援事業及び障害児通所支援等の提供体制の整備を進めます。
（２）市町村を基本とした身近な実施主体と障害種別によらない一元的な障害福

祉サービスの実施等

引き続き、サービスの実施主体である市町村を基本とし、身体障害者、知的障害者、精神障害者及び難病患者等であって１８歳以上の者及び障害児を対象とする一元的なサービスの運営、充実を図り、市町村への適切な支援を行うことにより、地域間で格差のある障害福祉サービスの均てん化を図ります。

また、発達障害者及び高次脳機能障害者については、従来から精神障害者に含まれるものとして障害者総合支援法に基づく給付の対象となっているところであり、引き続きその旨の周知を図ります。
さらに、難病患者等についても、引き続き障害者総合支援法に基づく給付の対象となっている旨の周知を図るため、難病の患者に対する医療等に関する法律（平成二十六年法律第五十号）に基づき特定医療費の支給認定を行う県や難病患者等の相談に応じる難病相談支援センター、厚生センター・支所等において、それぞれの業務を通じて難病患者等本人に対して必要な情報提供を行う等の取組みにより、障害福祉サービスの活用を促進します。
（３）入所等から地域生活への移行、地域生活の継続の支援、就労支援等の課題に対応したサービス提供体制の整備

　　　　障害者の自立支援や、障害者等の生活を地域全体で支えるシステムを実現する観点から、福祉施設への入所や病院への入院から地域生活への移行、地域生活の継続の支援、就労支援といった課題に対応したサービス提供体制を整え、ＮＰＯ等によるインフォーマルサービス（法律や制度に基づかない形で提供されるサービス）との連携、地域生活支援の拠点づくり等、地域の社会資源を最大限に活用し、提供体制の整備を進めます。
　　　　また、精神病床（病院の病床のうち、精神疾患を有する者を入院させるためのものをいう。以下同じ。）における長期入院患者の地域生活への移行を進めるに当たっては、精神障害者が、地域の一員として安心して自分らしい暮らしをすることができるよう、精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築を進めます。
　（４）地域共生社会の実現に向けた取組み
地域のあらゆる住民が、「支え手」と「受け手」に分かれるのではなく、地域、暮らし、生きがいをともに創り、高め合うことができる地域共生社会の実現に向け、次のような取組み等を計画的に推進します。

・地域住民が主体的に地域づくりに取り組むための仕組み作り
・地域の実情に応じた、制度の縦割りを超えた柔軟なサービスの確保等に係る取組み
・人工呼吸器を装着している障害児その他の日常生活を営むために医療を要する状態にある障害児（以下「医療的ケア児」という。）が支援を円滑に受けられるようにする等、専門的な支援を要する者に対して、各関連分野が共通の理解に基づき協働する包括的な支援体制の構築
（５）障害児の健やかな育成のための発達支援

障害児及びその家族に対し、障害の疑いがある段階から身近な地域で支援できるように、障害種別にかかわらず、質の高い専門的な発達支援を行う障害児通所支援等の充実を図るとともに、県の適切な支援等を通じて引き続き障害児支援の均てん化を図ることにより、地域支援体制の構築を図ります。

また、障害児のライフステージに沿って、地域の保健、医療、障害福祉、保育、教育、就労支援等の関係機関が連携を図り、切れ目の無い一貫した支援を提供する体制の構築を図ります。

さらに、障害児が障害児支援を利用することにより、地域の保育、教育等の支援を受けられるようにすることで、障害の有無にかかわらず、全ての児童が共に成長できるよう、地域社会への参加や包容（インクルージョン）を推進します。
４　計画の期間

本計画の期間は、平成３０年度から平成３２年度までの３年間とします。

平成３２年度を目標年度として位置づけ、その目標年度（平成３２年度）の数値目標を設定し、第５期障害福祉計画及び第１期障害児福祉計画を策定します。
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５　区域の設定　
　　　「富山県障害者計画（第３次）」で設定した障害保健福祉圏域と同一の４つの圏域（富山、高岡、新川、砺波）を設定し、障害者等の生活に密接に関わりを持つ保健、医療、福祉のサービスの連携や広域的なサービス体系の整備を推進します。

（単位：人）

	圏域名
	総人口
	身体障害者
	知的障害者
	精神障害者

	
	
	身体障害者手帳

所持者数
	療育手帳

所持者数
	精神障害者

保健福祉手帳所持者数
	精神科病院

入院患者数
	公費負担

通院患者数

	富山圏域
	499,560 
	23,695
	3,516
	3,080
	1,367
	5,590

	高岡圏域
	308,607 
	13,490
	2,301
	1,564
	804 
	3,058

	新川圏域
	119,371 
	5,503
	861
	552
	277
	1,067

	砺波圏域
	128,355 
	6,011
	1,087
	742
	459
	1,318

	県計
	1,055,893 
	48,699
	7,765
	5,908
	2,907
	11,033


※平成29年3月31日現在（精神障害者の入院患者数及び通院患者数については平成29年6月30日現在）

※総人口は平成29年10月1日現在

※「精神科病院入院患者数」については医療機関の所在地別の精神科病院入院患者数（県外住所地の入院
患者を含む。）


６　障害福祉サービス等及び障害児支援の体系

【障害者総合支援法による総合的な自立支援システムの全体像】
障害福祉サービス等は、個々の障害のある人々の障害の程度や勘案すべき事項（社会活動や介護者、居住等の状況）を踏まえ、個別に支給決定が行われる「自立支援給付」と市町村の創意工夫により、利用者の方々の状況に応じて柔軟に実施できる「地域生活支援事業」に大別されます。
【児童福祉法による障害児支援の全体像】
児童福祉法に基づく障害児支援は、市町村が実施する「障害児通所支援（児童発達支援等）」と、都道府県が実施する「障害児入所支援」に大別されます。

＜障害福祉サービス･障害児支援の体系＞
[image: image4.emf]市町村
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訓練等給付

地域生活支援事業

自立支援給付

★自立支援給付費の１／２を国が負

担、県１／４、市町村1／4

・相談支援 ・コミュニケーション支援、日常生活用具

・移動支援 ・地域活動支援センター ・福祉ホーム 等

★国が１／２以内、都道府県

１／４以内で補助

・広域支援 ・人材育成 等

児童福祉法・障害者総合支援法に基づく

障害児支援・障害福祉サービスの体系

・児童発達支援

・医療型児童発達支援

・放課後等デイサービス

・保育所等訪問支援

・居宅訪問型児童発達支援

（新規※） ※H30.4.1～

・福祉型障害児入所施設

・医療型障害児入所施設

障害児入所支援

障害児通所支援

都道府県地域支援事業

都道府県

支援

児童福祉法（改正）

障害児相談支援

★国が１／２以内で補助

★障害児施設給付費等の１／２を国が負担、県１／２

★各給付費の１／２を国が負担、県1

／4、市町村1／4

サービス等利用計画作成

計画相談支援

★計画相談支援給付費の１／２を国が負

担、県1／4、市町村1／4

障害児支援利用計画作成

（自立支援）協議会

★地方交付税措置

★地方交付税措置

H30.4

～

入院中利用可


（出典：厚生労働省の図を加筆修正）
【サービス支給決定の流れ】　　
 市町村は、省令で必要と定められている場合には、指定特定相談支援事業者が作成するサービス等利用計画案の提出を求め、これを勘案して支給決定を行います。

また、支給決定後のサービス等利用計画の作成、及びサービス開始後のサービス等利用計画の見直し（モニタリング）について、計画相談支援給付費を支給します。
障害児についても、児童福祉法に基づき、市町村が指定する指定障害児相談支援事業者が、通所サービスの利用に係る障害児支援利用計画（障害者のサービス等利用計画に相当）を作成します。障害児の居宅介護等の居宅サービスについては、障害者総合支援法に基づき、「指定特定相談支援事業者」がサービス等利用計画を作成します。（障害児に係る計画は、同一事業者が一体的（通所・居宅）に作成）
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【指定障害福祉サービスの種類と内容】
	介　護　給　付
	居宅介護

（ホームヘルプ）
	自宅で入浴、排せつ、食事の介護等の実施
	訪問系サービス

	
	重度訪問介護
	重度の肢体不自由者又は重度の知的障害若しくは精神障害により行動上著しい困難を有する者であって常に介護を必要とする人に、自宅で、入浴、排せつ、食事の介護、外出時における移動支援などを総合的に実施
	

	
	同行援護
	視覚障害により、移動に著しい困難を有する人に、移動に必要な情報の提供（代筆・代読を含む）、移動の援護等の外出支援の実施
	

	
	行動援護
	自己判断能力が制限されている人が行動するときに、危険を回避するために必要な支援、外出支援の実施
	

	
	重度障害者等包括支援
	介護の必要性がとても高い人に、居宅介護等複数のサービスを包括的に実施
	

	
	短期入所

（ショートステイ）
	自宅で介護する人が病気の場合などに、短期間、夜間も含め施設で、入浴、排せつ、食事の介護等の実施
	日中活動系サービス

	
	療養介護
	医療と常時介護を必要とする人に、医療機関で機能訓練、療養上の管理、看護、介護及び日常生活の世話の実施
	

	
	生活介護
	常に介護を必要とする人に、昼間、入浴、排せつ、食事の介護等を行うとともに、創作的活動又は生産活動の機会の提供
	

	
	施設入所支援
	施設に入所する人に、夜間や休日、入浴、排せつ、食事の介護等の実施
	居住系
サービス

	訓　練　等　給　付
	自立訓練

（機能訓練・生活訓練）
	自立した日常生活又は社会生活ができるよう、一定期間、身体機能又は生活能力の向上のために必要な訓練の実施
	日中活動系サービス

	
	就労移行支援
	一般企業等への就労を希望する人に、一定期間、就労に必要な知識及び能力の向上のために必要な訓練の実施
	

	
	就労継続支援

（Ａ型＝雇用型、Ｂ型）
	一般企業等での就労が困難な人に、働く場を提供するとともに、知識及び能力の向上のために必要な訓練の実施
	

	
	就労定着支援
（Ｈ３０．４～）
	福祉施設から一般就労へ移行した人に、就労に伴う生活面の課題解決のための連絡調整や指導、助言の実施
	

	
	自立生活援助
（Ｈ３０．４～）
	障害者支援施設やグループホーム等から一人暮らしへの移行を希望する人に、一人暮らしに必要な理解力や生活力を補うための、定期的な居宅訪問や随時の対応による支援の実施
	居住系サービス

	
	共同生活援助

（グループホーム）
	夜間や休日、共同生活を行う住居で、入浴、排せつ、食事の介護等や、相談や日常生活上の援助の実施
	


【障害児支援の種類と内容】
＜障害児通所支援＞　　　　　　　　　　　　　　　　【実施主体：市町村】
	事業種別
	内容

	児童発達支援
	日常生活における基本的な動作の指導、知識技能の付与、集団生活への適応訓練その他の便宜の供与

	医療型児童発達支援
	日常生活における基本的な動作の指導、知識技能の付与、集団生活への適応訓練その他の便宜の供与及び治療の提供

	放課後等デイサービス
	学校授業終了後又は休業日において、生活能力の向上のために必要な訓練、社会との交流の促進その他の便宜を供与

	保育所等訪問支援
	障害児が集団生活を営む施設を訪問し、当該施設における障害児以外の児童との集団生活への適応のための専門的な支援その他の便宜を供与

	居宅訪問型児童発達支援
（Ｈ３０．４～）
	重度の障害等により外出が困難な障害児に対し、居宅を訪問して発達支援を提供


＜児童発達支援センター＞　　　　　　　　　　　　【実施主体：市町村】

	施設種別
	内容

	児童発達支援センター
	施設の有する専門機能を活かし、地域の障害児やその家族への相談、障害児を預かる施設への援助・助言を合わせて行うなど、地域の中核的な療育支援施設


＜障害児入所支援＞　　　　　　　　　　　　　　　【実施主体：都道府県】
	施設種別
	内容

	福祉型障害児入所施設
	保護、日常生活の指導、独立自活に必要な知識技能の付与

	医療型障害児入所施設
	保護、日常生活の指導、独立自活に必要な知識技能の付与及び治療


【相談支援サービスの種類と内容】
	計画相談支援
	サービス利用支援
	障害者の心身の状況や環境を勘案し、利用するサービスの内容を定めたサービス等利用計画を作成
	障害者総合支援法

	
	継続サービス利用支援
	サービス等利用計画が適切であるかどうかを一定期間ごとに検証し、計画の見直しや変更を行う
	

	地域相談支援
	地域移行支援
	施設に入所している障害者または精神科病院に入院している精神障害者を対象に、住居の確保その他の地域に移行するための活動に関する助言を行う
	

	
	地域定着支援
	地域で一人暮らしをしている障害者と常時の連絡体制を確保し、緊急時の相談等を行う
	

	障害児相談支援
	障害児支援利用援助
	障害児の心身の状況や環境を勘案し、利用するサービスの内容を定めた障害児支援利用計画を作成
	児童福祉法

	
	継続障害児支援利用援助
	障害児支援利用計画が適切であるかどうかを一定期間ごとに検証し、計画の見直しや変更を行う
	


Ⅱ　平成３２年度の数値目標の設定　　　　　　　　　　　　　


障害者等の自立支援の観点から、地域生活移行や就労支援といった課題に対応するため、平成３２年度を目標年度として、各市町村により設定された目標値を踏まえて、次に掲げる事項について成果目標を設定します。また、これらの成果目標を達成するため、労働部局との連携に関する事項や、後述する障害福祉サービスの見込み量等について活動指標を設定します。
<成果目標と活動指標の関係>　　[image: image6.emf]（基本的理念）

①障害者等の自

己決定の尊重と

意思決定の支援

②身近な実施主

体と一元的な障害

福祉サービスの

実施等

③入所等から地

域生活への移行、

地域生活の継続

の支援、就労支援

等の課題に対応

したサービス提供

体制の整備

④地域共生社会

の実現に向けた

取組

⑤障害児の健や

かな育成のため

の発達支援

施設入所者の地域生活への移行

○ 地域生活移行者の増加

○ 施設入所者の削減

精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの

構築

○ 障害保健福祉圏域ごと・市町村ごとの保健・医療・福

祉関係者による協議の場の設置

○ １年以上長期入院患者数（65歳以上、65歳未満）の減

少

○ 早期退院率（入院後３か月・６か月・１年）の上昇

障害者の地域生活の支援

○ 地域生活支援拠点の整備

福祉施設から一般就労への移行等

○ 福祉施設利用者の一般就労への移行者の増加

○ 就労移行支援事業の利用者の増加

○ 就労移行支援事業所の就労移行率の増加

○ 一定の就労定着率の達成

障害児支援の提供体制の整備等

○ 児童発達支援センターの設置及び保育所等訪問支

援の充実

○ 主に重症心身障害児を支援する児童発達支援事業

所及び放課後等デイサービス事業所の確保

○ 医療的ケア児支援のための保健・医療・障害福祉・保

育・教育等の関係機関の協議の場の設置

＜障害福祉サービスの見込み量＞

○ 訪問系

○ 日中活動系

○ 居住系

○ 相談支援

＜労働部局との連携＞

○ 就労移行支援の利用者数、利用日数

○ 就労移行支援事業等（就労移行支援、就労継

続支援Ａ型、就労継続支援Ｂ型）から一般就労

への移行者数

〇 就労定着支援の利用者数

○ 福祉施設から公共職業安定所に誘導した福祉

施設利用者数

○ 福祉施設から障害者就業・生活支援センター

に誘導した福祉施設利用者数

○ 福祉施設利用者のうち公共職業安定所の支援

を受けて就職した者の数

○ 障害者に対する職業訓練の受講者数

（成果目標）

＜成果目標と障害福祉サービスの見込量（活動指標）との関係＞ （活動指標）

＜障害児支援の見込み量＞

○ 障害児通所支援

○ 障害児入所支援

○ 障害児相談支援

＜医療的ケア児支援＞

○ コーディネーター配置人数

＜発達障害者支援＞

○ 発達支援地域協議会開催回数

○ 発達障害者支援センター相談支援件数

○ 発達障害者支援センター及び発達障害者地域

支援マネージャーの関係機関への助言件数

○ 発達障害者支援センター及び発達障害者地域

支援マネージャーの外部機関や地域住民への

研修、啓発件数


１　福祉施設の入所者の地域生活への移行
　　本県の平成２９年度末の地域生活への移行者数は、平成２５年度末時点の施設入所者数の約２．５％と、国指針（第４期：１２％以上）を下回る見込みです。施設入所者の削減数についても、約２．５％と、国指針（第４期：４％以上）を下回る見込みです。
今回、国指針では、平成２８年度末時点の施設入所者数の９％以上が地域生活へ移行するとともに、平成３２年度末の施設入所者数を平成２８年度末時点の施設入所者数から２％以上削減することを基本とするとされています。
第５期計画においては、国指針を踏まえつつ、現在の利用者の実態、過去の実績等を考慮し、約４．３％が地域生活へ移行するとともに、平成３２年度末の施設入所者数についても、約２．７％の減少を見込みます。
	項　目
	第4期

計画値
	Ｈ29
実績見込

(H30.4)
	目標値
	考え方

	平成28年度末時点の
施設入所者数(Ａ)
	1,395人
※平成25年末
時点
	
	1,362人

（基準値）
	福祉施設※1に入所している障害者

	平成32年度末の入所者数(Ｂ)
	1,316人

※平成29年度末の目標
	1,359人
	1,324人
	

	【成果目標】

入所者減少見込数

（Ａ－Ｂ）
	79人
	36人
	38人
	平成32年度末段階での減少見込数

	【成果目標】

地域生活移行者数　
	169人
	35人
	59人
	（Ａ）のうち、平成32年度末までに地域生活へ移行※2する者の数


※1　障害者支援施設
※2　住まいの場を施設からグループホーム、公営住宅等へ移すこと
２　精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築

　精神障害者が、地域の一員として安心して自分らしい暮らしをすることができるように、医療、障害福祉・介護、住まい、社会参加（就労）、地域の助け合い、教育が包括的に確保された「地域包括ケアシステム」を構築していくことが重要です。

精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けて、計画的に地域の基盤を整備するとともに、市町村や障害福祉・介護事業者が、精神障害の程度によらず地域生活に関する相談に対応できるように、圏域ごとの保健・医療・福祉関係者による協議の場を通じて、精神科医療機関、その他の医療機関、地域援助事業者、市町村などとの重層的な連携による支援体制を構築していくことが必要です。このため、平成32年度末までに、保健、医療、福祉関係者による協議の場を、①全ての市町村ごと、②全ての圏域ごと、③県全体において設置することを目指します。

	項　目
	目標値
	考え方

	【成果目標】

保健、医療、福祉関係者による協議の場（市町村ごと）
	15市町村
	協議会やその専門部会など保健、医療、福祉関係者による協議の場の設置状況

	【成果目標】

保健、医療、福祉関係者による協議の場（圏域ごと）
	４圏域
	精神障害者地域移行・地域定着推進協議会など保健、医療、福祉関係者による協議の場の設置状況

	【成果目標】

保健、医療、福祉関係者による協議の場（県全体）
	１箇所
	精神障害者地域移行・地域定着推進協議会など保健、医療、福祉関係者による協議の場の設置状況




国指針においては、平成３２年度末時点の「１年以上の長期入院患者数」及び「長期入院患者の地域生活への移行に伴う地域の精神保健福祉体制の基盤整備量(サービス利用者数)」を推計式により算定し、このうち１年以上の長期入院患者数（６５歳以上、６５歳未満）を成果目標として設定することとされています。また、退院率に関する成果目標として、平成３２年度末時点において、入院後３箇月時点の退院率を６９％以上、入院後６箇月時点の退院率を８４％以上、入院後１年時点の退院率を９０％以上とすることを基本とするとされています。
県では、今後も引き続き入院者に対する退院意欲の喚起や地域生活を支えるためのサービスの充実等により地域生活への移行を進めていくこととしており、国指針に示される式に基づき、平成３２年度末時点の６５歳以上の１年以上長期入院患者数の目標値を９０２人、６５歳未満の１年以上長期入院患者数の目標値を６６３人とします。また、平成３２年度末の基盤整備量（サービス利用者数）を３７３人とし、これを勘案して各年度における指定障害福祉サービス等の種類ごとの必要な量の見込みを設定します。退院率の目標値については、国指針に即して、平成３２年度末時点における入院３箇月時点の退院率を６９％以上、入院後６箇月時点の退院率８４％以上、入院後１年時点の退院率を９０％以上とすることを目指します。
	項　目
	基準
	目標値
	考え方

	【成果目標】

１年以上長期入院患者数（65歳以上）
	H26

1,059人
	902人
	６月末時点における入院期間が１年以上である者のうち、65歳以上の者の数

	【成果目標】

１年以上長期入院患者数（65歳未満）
	H26

 906人
	663人
	６月末時点における入院期間が１年以上である者のうち、65歳未満の者の数

	【成果目標】

入院後３箇月時点の退院率
	H26

62％
	69％以上
	ある月に入院した者のうち当該ある月から起算して３箇月以内に退院した者の割合

	【成果目標】

入院後６箇月時点の退院率
	H26

76％
	84％以上
	ある月に入院した者のうち当該ある月から起算して６箇月以内に退院した者の割合

	【成果目標】

入院後１年時点の退院率
	H26

83％
	90％以上
	ある月に入院した者のうち当該ある月から起算して１年以内に退院した者の割合


【参考：第４期計画目標値（H27～H29）】

	項　目
	基準
	目標値
	考え方

	入院後３箇月時点の退院率
	H25

 60.8％
	64％
	ある月に入院した者のうち当該ある月から起算して３箇月以内に退院した者の割合

	入院後１年時点の退院率
	H25

 85.1％
	91％
	ある月に入院した者のうち当該ある月から起算して１年以内に退院した者の割合

	長期在院者数
	H24

2,209人
	1,811人

（18％）
	６月末時点における入院期間が１年以上である者の数


３　地域生活支援拠点等の整備

　障害者等の自立支援の観点から、入所等から地域生活への移行や定着に対する支
援、就労支援といった課題に対応したサービス提供体制を整え、障害者等の生活を
地域全体で支えるシステムの実現が求められています。

　こうしたことから、国指針を踏まえ、居住支援機能（グループホーム、障害者支

援施設）に地域支援機能（ショートステイ、コーディネーターの配置等）を集約・

付加した拠点（地域生活支援拠点）、もしくはこれらの機能を地域の複数機関が分
担して担う面的な体制を、平成３２年度末までに各圏域に少なくとも１箇所整備することを目指します。
[image: image7.jpg]s SR ENRFDERBICDOUNT

EEEOEEL SR PRESRIZREA. BEXEO-OOMEE M. FROESR -
5. REFOZHAL - Ji5. EPE, EOFRIS<Y) & RoRFSLEAIEIE
IZEYBERL. BEEEOEFEMBE A TIASY —CARHRAHIEBE,

.hﬁﬂzi/Ei}iﬁﬂﬁff@”1f’*¥/i(4%~

(H<ETEENTHY. d”LLtbhh?“i&ﬁﬂ)%h (JIUJ%PEW?B@&?&

i [ |
<
SEEDRIAT /\
BeEgy—2 1]
. pin JLufukigl )
= e iR
i ) i

e Tr—h
> EE=pra
=T O-FAR—% )
SEEIAN WHADEHTD EEETE E
EsiEpzEys 5. A -
DEELTESE ERel] AT

[ S





（出典　厚生労働省　障害保健福祉関係主管課長会議資料）
　４　福祉施設から一般就労への移行等

福祉施設から一般就労への移行については、第４期計画において、平成２９年度１９９人が一般就労に移行することを目標としましたが、社会情勢の影響等もあり、平成２７年度は年間９３人、平成２８年度は年間１２５人の実績となっています。また、就労移行支援事業の利用者数については、目標値が３２４人のところ、平成２８年度末における実績は１９３人（約５９．５％）となっています。
今回、国指針では、平成３２年度中に福祉施設から一般就労する者等の数値目標として、平成２８年度の一般就労への移行実績の１．５倍以上とすることを基本とするとされています。
また、平成３２年度末における就労移行支援事業の利用者数が平成２８年度末から２割以上増加すること、平成３２年度末において、就労移行支援事業所のうち、就労移行率が３割以上の事業所を全体の５割以上とすることを目指すこととされています。

第５期計画においては、就労支援に係る施策の一層の充実を図るとともに、国指針に即して平成２８年度に福祉施設から一般就労した人数（１２５名）の１．５倍以上が一般就労することを目指します。

また、就労移行支援事業の利用者数については、平成３２年度において、平成２８年度実績から２．４割以上増加（２４０人）することを目指すとともに、就労移行支援事業所のうち、就労移行率が３割以上の事業所が全体の５割以上となることを目指します。
さらに、障害者の一般就労への定着も重要であることから、就労定着支援事業による支援を開始した時点から一年後の職場定着率が８割以上となることを目指します。

	項　目
	H27実績
	第4期

計画値
	Ｈ28実績
	目標値
	考え方

	【成果目標】

一般就労移行者数（年間）（Ａ）
	93人
	199人
	125人
	194人
	平成32年度において福祉施設※3を退所し、一般就労※4する人の数

	【成果目標】

就労移行支援事業の利用者数
	167人
	324人
	193人
	240人
	平成32年度末における就労移行支援事業の利用者数

	【成果目標】

事業所ごとの就労移行率
	40.7％
	50％
	26.9％
	50％
	就労移行支援事業所のうち、就労移行率※5が３割以上の事業所の割合

	【成果目標】
就労定着支援１年後の就労定着率
	
	
	
	80％
	就労定着支援事業による支援開始から１年後の職場定着率


※3　生活介護、自立訓練（機能訓練）、自立訓練（生活訓練）、就労移行支援、就労継続支援（Ａ型）、就労継続支援（Ｂ型）

※4　企業等に就職した者（就労継続支援（Ａ型）の利用者となった者を除く）、在宅就労した者、自ら起業した者
また、この成果目標を達成するため、国指針に即して次の活動指標を設定し、福祉施設の利用者の一般就労への移行を進めます。

	項　目
	第4期

計画値
	H28実績
	目標値
	考え方

	就労移行支援事業及び就労継続支援事業の利用者の一般就労への移行
	199人
	125人
	185人
	就労移行支援事業及び就労継続支援事業の利用者のうち、一般就労への移行者数の見込み

	障害者に対する職業訓練の受講
	
	
	30人
	福祉施設から一般就労へ移行する者のうち、職業訓練受講者数の見込み

	福祉施設から公共職業安定所への誘導
	
	
	550人
	福祉施設から公共職業安定所へ誘導する福祉施設利用者数の見込み

	福祉施設から障害者就業・生活支援センター事業への誘導
	
	
	150人
	福祉施設から一般就労へ移行する者のうち障害者就業・生活支援センターへ誘導する福祉施設利用者数の見込み

	公共職業安定所における福祉施設利用者の支援
	
	
	200人
	福祉施設の利用者のうち、公共職業安定所の支援を受けて就職する者の数の見込み


県では、これらの目標を実現させるための取組みとして、県教育委員会、労働局や公共職業安定所（ハローワーク）、障害者職業センター、障害者就業・生活支援センター等との連携・強化を図りながら、一般就労への移行の支援に積極的に取り組みます。
また、各事業が円滑に実施されるよう、必要に応じて国や関係機関などに対しても要望を行います。

　　

５　障害児支援体制の整備
障害のある子どもの能力や可能性を最大限に伸ばすためには、教育・保健・医療・福祉・労働等各分野の連携のもと、一人ひとりのニーズや障害の特性に応じてきめ細かな支援を行い、乳幼児期から成人期まで一貫して計画的に教育や療育を行うことが重要です。
こうしたことから、国の指針を踏まえ、以下の①から③のとおり目標を設定し、障害児支援の体制の整備を進めます。
①　重層的な地域支援体制の構築を目指すための児童発達支援センターの設置及び保育所等訪問支援の充実

児童発達支援センターを中核とした重層的な地域支援体制の構築を目指すため、平成３２年度末までに、児童発達支援センターを県内に６箇所以上設置します。
また、障害児の地域社会への参加・包容（インクルージョン）を推進するため、各市町村又は各圏域に保育所等訪問支援を実施する児童発達支援センター等を整備し、平成３２年度末までには、全ての市町村において、保育所等訪問支援を利用できる体制を構築します。
②　主に重症心身障害児を支援する児童発達支援事業所及び放課後等デイサービス事業所の確保

重症心身障害児が身近な地域で支援を受けられるように、平成３２年度末までに、主に重症心身障害児を支援する児童発達支援事業所を県内に７箇所以上、放課後等デイサービス事業所を県内に６箇所以上確保します。
③　医療的ケア児支援のための関係機関の協議の場の設置

医療的ケア児が適切な支援を受けられるように、平成３０年度末までに、県、各圏域及び各市町村において、保健、医療、障害福祉、保育、教育等の関係機関等が連携を図るための協議の場を設けます（県に１箇所、圏域に１箇所、各市町村に１箇所）。
Ⅲ　各年度における指定障害福祉サービス等の種類ごとの必要な量の見込み及びその見込量の確保のための方策

１　各年度における指定障害福祉サービス等の種類ごとの必要な量の見込み
　　　原則として、市町村障害福祉計画における見込み量を積上げたものを基本としながら、各サービスの必要量を見込んでいます。

【見込み量算定イメージ】


①　訪問系サービス

訪問系サービスについては、障害者支援施設入所者や入院中の精神障害者の地域生活への移行を推進することなどにより、利用者数や利用量は増加する見込みです。
なお、同行援護については、地域生活支援事業（移動支援事業に限る。）の利用者のうち、重度の視覚障害者数を勘案して利用者数及び見込み量を定めています。
〔各年度の見込量（１か月当たりの見込量）〕

	区　分
	単　位
	27年度（実績）
	28年度（実績）
	29年度

(実績見込)
	30年度
	31年度
	32年度

	居宅介護、

重度訪問介護、
同行援護、

行動援護、

重度障害者等

包括支援
	利用者数
	人
	735
	796
	814 
	890 
	950 
	1,010 

	
	利用量
	時間分
	14,809
	14,965
	15,049 
	16,690 
	17,680 
	18,660 


②　日中活動系サービス
日中活動系サービスについては、障害者支援施設や精神科病院から地域生活へ移行する障害者や、特別支援学校高等部卒業生など、日中活動の場として、新たにサービスを利用する者が増加することから、利用者数や利用量は増加する見込みです。
〔各年度の見込量（１か月当たりの見込量）〕

	区　分
	単　位
	27年度

（実績）
	28年度（実績）
	29年度

(実績見込)
	30年度
	31年度
	32年度

	生活介護
	利用者数
	人
	2,429
	2,504
	2,498 
	2,540 
	2,590 
	2,640 

	
	利用量
	人日分
	48,595
	50,048
	47,107 
	48,910 
	49,820 
	50,800 

	自立訓練

（機能訓練）
	利用者数
	人
	8
	11
	15 
	16 
	17 
	17 

	
	利用量
	人日分
	71
	61
	108 
	150 
	170 
	170 

	自立訓練

（生活訓練）
	利用者数
	人
	128
	116
	112 
	120 
	130 
	140 

	
	利用量
	人日分
	1,499
	1,325
	1,374 
	1,520 
	1,630 
	1,730 

	就労移行支援
	利用者数
	人
	167
	193
	191 
	200 
	220 
	240 

	
	利用量
	人日分
	3,020
	3,476
	3,282 
	3,810 
	4,140 
	4,510 

	就労継続支援

（Ａ型）
	利用者数
	人
	914
	1,073
	1,131 
	1,230 
	1,310 
	1,400 

	
	利用量
	人日分
	18,135
	21,232
	21,742 
	24,750 
	26,430 
	28,050 

	就労継続支援

（Ｂ型）
	利用者数
	人
	1,853
	1,887
	1,945 
	1,990 
	2,050 
	2,100 

	
	利用量
	人日分
	34,108
	35,060
	33,653 
	35,840 
	36,930 
	38,000 

	就労定着支援
	利用者数
	人
	
	
	
	70 
	85 
	100 

	療養介護
	利用者数
	人
	251
	263
	265 
	270 
	280 
	280 

	短期入所

（福祉型、医療型）
	利用者数
	人
	279
	327
	324 
	390 
	400 
	440 

	
	利用量
	人日分
	1,557
	1,815
	1,823 
	2,040 
	2,250 
	2,450 


※「人日分」：月間の利用人員×平均利用日数

③　居住系サービス
施設入所支援については、施設から地域生活への移行を推進することから、利用者は減少する見込みです。

また、共同生活援助のサービス利用者については、施設入所支援の利用者の減少に伴い増加していく見込みです。
〔各年度の見込量（１か月当たりの見込量）〕

	区　分
	単　位
	27年度

（実績）
	28年度（実績）
	29年度

(実績見込)
	30年度
	31年度
	32年度

	施設入所支援
	利用者数
	人
	1,368
	1,355
	1,359
	1,349
	1,332
	1,324


	自立生活援助
	利用者数
	人
	
	
	
	20
	40
	45

	共同生活援助

(グループホーム)
	利用者数
	人
	737
	763
	800
	830
	870
	900


【サービス見込み量のイメージ】

[image: image8]
④　障害児通所支援
障害児通所支援については、原則として、市町村障害福祉計画における見込み量を積み上げたものを基本としながら、必要量を見込んでいます。
〔各年度の見込量（１か月当たりの見込量）〕
	区　分
	単　位
	27年度

（実績）
	28年度（実績）
	29年度

(実績見込)
	30年度
	31年度
	32年度

	福祉型児童発達支援
	利用
児童数
	人
	511
	524
	595
	620
	650
	680

	
	利用量
	人日分
	3,548
	3,498
	3,717
	4,190
	4,400
	4,610

	医療型児童発達支援
	利用
児童数
	人
	12
	16
	24
	35
	50
	60

	
	利用量
	人日分
	126
	150
	261
	270
	380
	450

	放課後等デイサービス
	利用
児童数
	人
	699
	836
	961
	1,060
	1,150
	1,240

	
	利用量
	人日分
	7,428
	9,461
	10,692
	12,250
	13,470
	14,690

	保育所等訪問支援
	利用
児童数
	人
	17
	14
	39
	75
	85
	100

	
	利用量
	人日分
	28
	27
	57
	130
	140
	170

	居宅訪問型児童発達支援
	利用
児童数
	人
	
	
	
	8
	12
	18

	
	利用量
	人日分
	
	
	
	80
	100
	130


※「人日分」：月間の利用人員×平均利用日数

⑤　障害児入所支援
障害児入所支援については、県において必要量を見込んでいます。
〔各年度の見込量（１か月当たりの見込量）〕

	区　分
	単　位
	27年度

（実績）
	28年度（実績）
	29年度

(実績見込)
	30年度
	31年度
	32年度

	福祉型障害児入所支援
	利用児童数
	人
	55
	60
	64
	66
	65
	64

	医療型障害児入所支援
	利用児童数
	人
	58
	56
	54
	49
	48
	47


⑥　相談支援

計画相談支援については、障害福祉サービス及び地域相談支援の利用者数等を勘案し、利用者数の見込みを定めています。

また、地域相談支援については、施設入所者の地域生活への移行者数や入院中の精神障害者のうち地域生活への移行後に地域相談支援の利用が見込まれる者の数等を勘案して、利用者数の見込みを定めています。
障害児相談支援については、計画相談支援に準じた方法で、障害児通所支援受給者数の伸び率をもとに、利用児童数の見込みを定めています。
〔各年度の見込量（１か月当たりの見込量）〕

	区　分
	単　位
	27年度

（実績）
	28年度（実績）
	29年度

(実績見込)
	30年度
	31年度
	32年度

	計画相談支援
	利用者数
	人
	1,319
	1,585
	1,155 
	1,400 
	1,490 
	1,570 

	地域相談支援

(地域移行支援)
	利用者数
	人
	3
	3
	3 
	22 
	25 
	30 

	地域相談支援

(地域定着支援)
	利用者数
	人
	22
	41
	45 
	70 
	80 
	90 

	障害児相談支援
	利用者数
	人
	456
	422
	428 
	480 
	530 
	570 


⑦　発達障害者等に対する支援
　　　　
発達障害者又は発達障害児（以下「発達障害者等」という。）が身近な地域において必要な支援を受けられるよう、以下に掲げる事項を活動指標として設定します。
〔各年度の見込量〕
	区　分
	単　位
	29年度

(実績見込)
	30年度
	31年度
	32年度

	発達障害者支援地域協議会の開催
	開催回数
	回
	4
	4
	4
	4

	発達障害者支援センターによる相談支援
	相談件数
	件
	2,850 
	2,500 
	2,500
	2,500

	発達障害者支援センター及び発達障害者地域支援マネジャーの関係機関への助言
	助言件数
	件
	892 
	916 
	940
	960

	発達障害者支援センター及び発達障害者地域支援マネジャーの外部機関や地域住民への研修、啓発
	研修、啓発件数
	件
	789 
	812 
	835
	860


⑧　医療的ケア児に対する関連分野の支援を調整するコーディネーターの配置人数
　　　　
地域における医療的ケア児のニーズ等を勘案して、必要となる配置人数の見込みを定めています。
〔各年度の見込量〕
	区　分
	単　位
	29年度

(実績見込)
	30年度
	31年度
	32年度

	医療的ケア児に対する関連分野の支援を調整するコーディネーターの配置
	配置人数
	人
	－
	2
	3
	7


２ 　指定障害福祉サービス等の見込量の確保のための方策

　　県は、国、市町村、関係機関、サービス事業者等と連携し、指定障害福祉サービス等の必要量が確保できるよう必要な取組みを行います。

　　また、指定障害福祉サービス等の事業を行う意向を有する事業者の把握に努めるとともに、広く制度の周知や広報を行うことにより、多様な事業者の新規参入を促進します。
（１）地域移行の推進と地域生活の支援
・　県民に障害及び障害者に対する正しい理解が広く浸透し、障害者が安心して地域生活を送ることができるよう、啓発・広報活動や学校・地域における福祉教育を積極的に推進します。

・　障害者が自宅において介護や家事等の日常生活の支援や、外出時の介助等の必要な支援を受けつつ、できるだけ自立した生活を送ることができるよう、市町村と連携し在宅サービスの提供体制の整備促進に努めます。

・　富山型デイサービス事業所の立ち上げや施設整備に対して支援するとともに、高齢者のデイサービス等から富山型デイサービスへの転換を促進し、身近な地域で高齢者、障害児（者）、子ども等の区別なく一緒に福祉サービスを提供する富山型デイサービスの普及に努めます。

・　地域住民と地域の保健、医療、福祉関係者（保健師、かかりつけ医、ホームヘルパー、障害者相談員等）が連携して「ふれあいコミュニティ・ケアネット２１」事業を展開し、障害者等が安心して生活できる環境づくりを進めます。
・　入所施設利用者等が地域生活に移行できるよう、市町村や関係機関等と連携して、地域の理解促進に努めるとともに、県、市町村、各種団体、福祉施設等が行う各種行事を通じて、地域での交流・ふれあいを促進します。

また、まちなかの空き店舗や空き家等の既存の社会資源を積極的に活用し、日中活動の場（生活介護事業、就労継続支援事業、地域活動支援センター等）と、住まいの場（グループホーム）の整備を促進します。

・　障害者と認知症高齢者が共に暮らせる共生型グループホームの整備を支援します。
・　施設入所者の生活の質の向上を図るため、施設の小規模化・個室化を推進するなど、利用者の福祉サービスの充実に努めるとともに、障害者が地域で安心して暮らせるよう、障害者支援施設と連携し、その専門的機能を活用し、障害者の地域生活を支援します。
・　精神障害者が地域生活に移行できるよう、保健・医療・福祉分野の従事者のほか、メンタルヘルスサポーター、ピアフレンズなど、地域生活を支援する人材の育成や資質の向上を行い、地域における受入れ基盤の拡充を促進します。
・　精神障害者の相互の交流を促進するとともに、精神障害者家族への相談支援のための事業を推進します。

・　病院の退院後生活環境相談員が中心となり、地域のサービス事業者等と連携し退院を支援するほか、病院や厚生センターの家族相談会等にピアフレンズを派遣するなど、精神科病院に長期間入院している精神障害者が地域生活へ移行できるよう支援します。
・　多職種（医師、看護師、保健師、相談支援専門員、ピアフレンズなど）チームによる訪問支援により必要な精神医療・福祉サービスにつなげ、精神障害者本人や家族が安心して地域生活が継続できるような支援体制を整備するよう努めます。

・　精神障害者が地域で安心して生活ができるよう、精神科医療に関する緊急の相談に24時間、365日対応する精神科救急医療体制の維持・充実に努めます。
・　県地域生活定着支援センターにおいて、矯正施設（刑務所等）に入所する障害者等に対し、退所後に直ちに福祉サービスが提供され、地域生活を送ることができるよう、市町村、矯正施設、福祉施設等と連携して支援を行います。
・　障害者が地域社会において安全に、安心して生活することができるよう、交通安全対策の充実や防災防犯対策の推進、消費者トラブルの防止に取り組みます。特に、障害者など要配慮者は大規模災害の被害を受けやすいことから、実践的な防災訓練の実施等、市町村とも連携しながら、実効性のある防災対策を推進します。また、緊急時には災害派遣医療チーム（DMAT）、災害派遣精神医療チーム（DPAT）や災害派遣福祉チーム（DCAT）、その他関係機関の緊密な連携のもと、適切な対応がなされるよう体制の整備に努めます。
（２）就労支援の強化

・　身体障害、知的障害、精神障害、発達障害、難病など、それぞれの障害特性に応じた就労支援をきめ細かく実施するため、障害者の就労支援機関や医療機関、発達障害者支援センター、難病相談・支援センターなどとの連携を強化します。
・　企業での障害者雇用促進に向け、法定雇用率未達成企業への指導を行う富山労働局と連携するとともに、障害者雇用推進員の活用や、障害者雇用に積極的な企業の取組み事例の紹介や見学会の開催等により、企業での雇用機会の拡大に努めます。

・　富山県知的・精神障害者雇用奨励金や障害者雇用納付金制度に基づく各種助成金、税制上の優遇措置等の周知と活用の促進を図ります。
・　障害者一人ひとりに応じた就労と職場定着が進むよう、障害者就業・生活支援センターや職場適応援助者（ジョブコーチ）の活用促進等を進めるとともに、民間企業等において短期の職場実習を行う「障害者チャレンジトレーニング事業」の推進や職場適応訓練、障害の態様に応じた多様な職業訓練等、一般就労に向けた取組みを充実します。

　　　・　雇用、福祉、教育の連携による就労支援を強化するため、ハローワーク、障害者職業センター、障害者就業・生活支援センター、サービス事業者及び特別支援学校等による就労支援のネットワークづくりを進めます。

　　　・　「富山県工賃向上支援計画」（第４期計画期間：平成３０年度～平成３２年度）に基づき、自主製品の創出や経営ノウハウの導入、新たな就労分野の開拓など、工賃向上に取り組む障害者就労支援事業所を支援します。また、障害者の多様な働き方を生み出すため、とやま地域共生型福祉推進特区において規模要件が緩和されている施設外での福祉的就労（地域共生型障害者就労支援事業）の拡大に努めます。
　　　・　県や市町村において「障害者優先調達推進法」に基づいて調達方針を毎年作成し、政策目的随意契約制度を活用し、障害者就労施設等からの優先的発注に努めるとともに、「ハーティとやま」等のイベント販売等により、製品の販路の確保、拡大に努めます。
・　障害者の新たな就労・雇用の場の確保や農業における担い手不足など、それぞれの分野における課題を双方の連携により解消しようとする「農福連携」を推進し、障害福祉サービス事業所等の農業への参入や障害者の農業分野での就労などを支援します。

・　特別支援学校の生徒の社会的・職業的自立を積極的に推進するため、教育、労働、福祉、企業、保護者等からなるキャリア教育・就労支援ネットワーク会議を各特別支援学校で開催するとともに、高等特別支援学校に就労コーディネーター・障害者就労サポーターを配置するなど、職場開拓、就業体験、就職後のアフターケア等の充実に努めます。
・　特別支援学校の生徒等の就労支援を推進するため、個別の教育支援計画を作成し、関係機関、福祉施設、企業や富山型デイサービス事業所等との情報の共有化に努める等、一層の連携を図ります。
（３）相談支援体制の整備
・　地域自立支援協議会を中心とした相談支援体制の一層の充実・強化を図り、障害者からの相談対応、情報の提供、障害福祉サービスの利用支援等を行います。なお、県はアドバイザーを派遣するなど広域的な立場から市町村の取組みを支援します。
・　厚生センター、障害者相談センター、児童相談所、心の健康センター等の行政機関における相談支援体制の充実や、地域における相談支援の拠点である基幹相談支援センターの設置に対する支援など、総合的・専門的な相談支援体制の充実に努めます。
・　基幹相談支援センターが設置されていない市町村に対し、設置に向けた積極的な働きかけを行い、地域における相談支援体制の強化に努めます。
・　障害者総合支援法等に基づく計画相談支援や地域移行支援・地域定着支援等の必要なサービス量が確保できるよう相談支援従事者の養成や資質の向上を図るとともに、市町村と連携して事業者の拡大に努めます。
（４）情報提供・コミュニケーション支援の充実
・　必要な情報が障害の有無にかかわらず取得できるよう、適切な情報提供　　　 に努めます。
・　障害者が点字、音声、手話、要約筆記、触手話、指点字、代読、代筆、その他のコミュニケーション手段を選択する機会を確保できるよう、点訳奉仕員や朗読奉仕員の養成、手話通訳者や要約筆記者、盲ろう者向け通訳・介助員の養成・派遣など、障害者のコミュニケーション支援の充実を図ります。
・　富山県手話言語条例（仮称）の制定を機に、手話に対する県民の理解やその普及、手話を使用しやすい環境整備の促進に努めます。
（５）市町村に対する支援体制の強化

・　障害者総合支援法に基づく制度が、市町村において円滑に運用されるよう、指定サービス事業者等の各地域における社会資源に関する情報等の収集を行い、市町村への情報提供に努めます。

・　相談支援体制など広域的な取組みが必要なものについて、必要な調整や助言を行います。

・　市町村間のサービスに格差が生じないよう市町村間の連絡会等を開催し、情報共有化に努めます。

・　障害者のニーズに的確に対応したサービスが円滑に提供されるよう、市町村からの照会等に対応するとともに、各種研修会、説明会等を実施し、人材の養成や従事者の資質向上を図ります。
（６）障害児支援のための計画的な基盤整備
・　乳幼児期からの各種健康診査、訪問指導、育児相談などを充実するとともに、県教育委員会、子育て支援担当部局との緊密な連携はもとより、厚生センター、市町村、児童相談所、発達障害者支援センター、保育所、障害児施設及び医療機関の連携を強化して、障害児やその保護者に対する早期からの継続的な療育支援体制や相談支援体制の充実に努めます。
・　児童発達支援や放課後等デイサービス、保育所等訪問支援の提供など、障害児が身近な地域で必要な支援を受けられるよう体制の整備を図ります。
・　児童発達支援センターにおいて、障害の重度化・重複化や多様化に対応する専門的機能の強化を図った上で、地域における中核的な支援施設として位置づけ、障害児通所支援等を実施する事業所と緊密な連携を図り、重層的な障害児通所支援の体制整備を図ります。
・障害児入所施設において、専門的機能や地域支援機能の強化を図ります。
・　障害児通所支援事業所及び障害児入所施設において、障害児に対し質の高い専門的な発達支援を行う施設として、支援の質の向上と支援内容の適正化を図ります。
・　地域における障害児の生活を支えるため、障害児等療育支援事業により、在宅療育等に関する相談・指導体制の充実に努めます。
○児童発達支援センター

	施設名
	運営主体
	定員

	県ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ病院・こども支援ｾﾝﾀｰ
	（福）富山県社会福祉総合センター
	70

	富山市恵光学園
	（福）富山市桜谷福祉会
	36

	魚津市立つくし学園
	（福）魚津市社会福祉協議会
	20

	砺波広域圏わらび学園
	（福）わらび学園
	30

	高岡市きずな子ども発達支援センター
	高岡市
	50


○障害児入所施設（福祉型）

	施設名
	運営主体
	定員

	県立黒部学園
	富山県
	50

	県立砺波学園
	富山県
	50


○障害児入所施設（医療型）

	施設名
	運営主体
	定員

	県ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ病院・こども支援ｾﾝﾀｰ
	（福）富山県社会福祉総合センター
	50

	あゆみの郷
	（福）秀愛会
	57

	富山病院
	独立行政法人国立病院機構
	170

	北陸病院
	独立行政法人国立病院機構
	50


（７）発達障害者等への支援の充実

・　改正発達障害者支援法に基づき設置した発達障害者支援地域協議会における関係機関との協議等を通じて、支援体制のさらなる整備を図ります。
・　市町村など関係機関と連携して、発達障害の早期発見、早期支援に努めます。

・　発達障害者等及びその家族その他の関係者が、可能な限り身近な地域で必要な支援を受けられるよう、発達障害者支援センターや発達障害者地域支援マネジャーにおいて相談や情報提供、助言等を行うとともに、普及啓発や人材育成の充実に努めます。
・　発達障害者支援センターや県医師会と連携して研修を開催するなど、発達障害者等に身近なサービス事業所等やかかりつけ医等の発達障害への対応力の向上を図ります。
・　発達障害者等の家族その他の関係者が発達障害に対し適切な対応をすることができるよう、研修等の充実に努めます。

（８）医療的ケア児等への支援の充実

・　医療的ケア児等に対する医療、福祉、保健等の関係機関による支援体制の構築を図ります。

・　医療的ケアを提供できる人材の育成や、重症心身障害児者等の受入施設への支援に努めます。
・　医療的ケアの関係機関による支援等を調整するコーディネーターの配置の促進に努めます。
・　在宅の医療的ケアの必要な重症心身障害児者等に対し、相談支援や情報提供、レスパイトサービスを行います。

・　医療的ケアが必要な障害児に対する支援基盤として、「富山県リハビリテーション病院・こども支援センター」において、他職種との連携によるチーム医療体制により重症児等への対応力を強化するとともに、短期入所や通所サービスなど、重症児の在宅支援機能を強化します。
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Ⅳ　各年度の指定障害者支援施設及び指定障害児入所施設等の必要入所定員総数

指定障害者支援施設については、地域における居住の場としてのグループホーム等の充実を図りながら、障害者等の施設入所から地域生活への移行を進める一方で、入所施設の柔軟な受入体制を確保する必要があることから、１，３３８名を、障害者支援施設の必要入所定員総数として見込みます。
指定障害児入所施設については、児童発達支援センターを中核とした身近な地域での支援体制の構築を目指しつつ、障害児入所支援から障害福祉サービスへの円滑な支援の移行を図る一方で、医療的ケア児を含めた障害児の受入体制を確保する必要があることから、４２７名を、障害児入所施設の必要入所定員総数として見込みます。
【必要入所定員総数】

（単位：人）

	区　分
	H28
Ａ
	第4期

計画値

(H29)
	H29
実績見込

(H30.4)
	H30

	H31

	H32
Ｂ
	増減

(Ｂ-Ａ)

	指定障害者支援
施設
	1,338
	1,348
	1,338
	1,338
	1,338
	1,338
	△0


　※指定障害者支援施設：夜間の居住系サービス（施設入所支援）に日中系サービス（生活介護、自立訓練、就労移行支援、就労継続支援B型）を組み合わせて実施。療養介護の入院定員は含まない。
（単位：人）
	区　分
	H28
Ａ
	第4期

計画値

(H29)
	H29

実績見込

(H30.4)
	H30

	H31

	H32
Ｂ
	増減

(Ｂ-Ａ)

	指定障害児入所施設
	福祉型
	100
	
	100
	100
	100
	100
	△0

	
	医療型
	327
	
	327
	327
	327
	327
	△0


 ※指定福祉型障害児入所施設：障害児を入所させて日常生活の指導等を提供。
　　　 ※指定医療型障害児入所施設：障害児を入所させて医療及び日常生活の指導等を提供。医療型障害児入所施設又は指定発達支援医療機関（国が指定する国立病院に重症児病棟を設置するもの）。定員は療養介護（18歳以上）と兼用。
Ⅴ　指定障害福祉サービス等に従事する者の確保及び資質の

向上等のために講ずる措置


１　サービス提供にかかる人材の研修

　人材の養成については、サービス提供に係る責任者及び専門職員の養成のみならず、サービス提供に直接必要な担い手の確保を含め、指定障害福祉サービス等に係る人材を質・量ともに確保することが重要です。
指定障害福祉サービス等の提供にあたっては専門職員であるサービス管理責任者、児童発達支援管理責任者及び相談支援専門員を指定障害福祉サービス等及び指定相談支援の事業者ごとに配置することとなっていることから、これらの者の養成研修を実施し、事業所に必要な人材を確保します。
なお、相談支援専門員に向けた研修を行うに当たっては、難病患者等や重症心身障害児者、医療的ケア児等の特性に応じた適切な支援についても十分に理解が図られるような内容とします。さらに、適切な支援の提供が障害者等の自立及び社会参加に資することも踏まえ、地域生活支援事業における障害者相談支援事業及び介護給付費等の支給決定事務に係る業務を適切かつ主体的に実施するため、市町村職員に対しても相談支援従事者研修の受講を促します。

居宅介護従業者、重度訪問介護従業者、同行援護従業者などの養成研修を実施し、サービスが適切に提供されるために必要な人材の確保に努めるとともに、介護職員等が安全で適切にたんの吸引等を行うことができるよう研修の受講を促します。
また、行動障害を有する者の特性に応じ、一貫性を持った支援を実施できるよう、施設従事者、居宅介護従業者等に対し強度行動障害支援者養成研修を実施するとともに、関係機関との連携による専門分野別研修により、精神障害者や、罪を犯した障害者の特性に応じた適切な支援の充実に取り組みます。

その他、障害支援区分認定調査員や市町村審査委員会等への研修を実施し、サービスの適正な支給決定が確保されるよう努めます。
また、これらの研修を着実に実施するため、サービス管理責任者研修、相談支援従事者養成研修等に関する国の指導者研修への派遣を行うなど、指導者の養成を図ります。
２　指定障害福祉サービス等の事業者に対する第三者の評価

　　利用者本位の質の高い福祉サービスを提供するためには、事業者自らが事業の運営方法やサービスの提供の方法などにおける問題を把握し、その改善を行うことが重要です。この手段の一つとして、公正・中立な第三者評価機関が、専門的かつ客観的な立場からサービスを評価する「福祉サービス第三者評価制度」が設けられています。

また、第三者評価を受けた結果を公表することにより、利用者は適切なサービスの選択に活用することができます。

このように、福祉サービス第三者評価制度の活用が図られることは、福祉サービスの向上と利用者の適切なサービスの選択に資することとなるものであり、県では福祉サービス第三者評価制度が多くの福祉サービス提供事業者に活用されるよう事業者に対して制度の周知を図り、利活用しやすい仕組み作りや普及及び啓発に向けた取組みを実施するとともに、評価結果等の提供体制の充実を図ります。

Ⅵ　富山県の地域生活支援事業の実施に関する事項


本県の地域生活支援事業では、成果目標の達成に資するよう、障害者のニーズを踏まえた必要な事業の量と質が確保されるよう配慮しながら、主に、専門性の高い相談事業や人材育成など広域的見地からの支援事業に取り組みます。
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4 1,794 4 1,744 4 1,764 4 1,784 4 1,804
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20 24 24 24 24
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ア　地域生活支援広域調整会議等

     事業

1 1 1 1 1

イ　地域移行・地域生活支援事業

23 26 29 32 35

ウ　災害派遣精神医療チーム体制

     整備事業

2 1 1 1 1

4 4 4 4 4



（１）専門性の高い相談支援事業

（２）専門性の高い意思疎通支援を行う者の養成研修事業

（３）専門性の高い意思疎通支援を行う者の派遣事業

②　精神障害者地域生活支援広域調整等事業

（５）広域的な支援事業

③　発達障害者支援地域協議会によ

る

     体制整備事業

①　都道府県相談支援体制整備事業

（４）意思疎通支援を行う者の派遣に係る

　　 市町村相互間の連絡調整事業

無 無 無 無 無

②　盲ろう者向け通訳・介助員派遣事

      業

①　手話通訳者・要約筆記者派遣事

業

②　盲ろう者向け通訳・介助員養成研

     修事業

①　手話通訳者・要約筆記者養成研

修

     事業

④　障害者就業・生活支援センター事

     業

③　障害児等療育支援事業

②　高次脳機能障害及びその関連障

　　 害に対する支援普及事業

①　発達障害者支援センター運営事

業

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度

事業名


１　専門性の高い相談支援事業

（１）発達障害者支援センター運営事業
富山県発達障害者支援センター（平成１５年７月開設）において、発達障害者等が身近な地域でライフステージに応じた支援を受けられるよう、きめ細かな相談支援や情報提供、助言等を行うとともに、発達障害に関する普及啓発や人材育成の充実に努めます。また、医療、保健、福祉、教育、労働等関係機関への支援や連携を強化するなど、発達障害者等やその家族への支援体制のさらなる整備を図ります。
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（２）高次脳機能障害支援普及事業 
富山県高次脳機能障害支援センター（平成１９年１月開設）において、高次脳機能障害に関する理解を深めるための普及啓発に努めるとともに、医療、保健、福祉、教育、労働等関係機関との連携体制を整備し、高次脳機能障害者やその家族等への相談、就労などの総合的な支援を行います。
　
　　[image: image12.emf] 


（３）障害児等療育支援事業
障害者施設や児童発達支援センターにおいて、在宅の重症心身障害児等の身近な地域における生活を支えるため、市町村と連携しながら、家庭訪問や外来による養育相談等の療育機能の充実を図ります。

	事業名
	圏域
	実施施設
	実施年月

	療育拠点施設事業
	全県
	県ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ病院・こども支援ｾﾝﾀｰ
	H28.1～

	療育等支援施設事業
	新川
	新川むつみ園
	H10.4～

	
	
	魚津市立つくし学園
	H15.4～

	
	富山
	四ツ葉園
	H15.4～

	
	
	富山市恵光学園
	H15.4～

	
	高岡
	かたかご苑
	H11.4～

	
	
	高岡市きずな子ども発達支援センター
	H19.4～

	
	砺波
	渓明園
	H14.4～

	
	
	砺波広域圏わらび学園
	H15.4～


（４）障害者就業・生活支援センター事業
各障害保健福祉圏域に設置されている障害者就業・生活支援センターにおいて、
職場体験、求職活動、職場定着相談などの就労支援や、健康管理、住居、年金な
どの生活設計に関する助言などの日常生活、社会生活上のきめ細やかな相談体制
により、障害者の就労継続と地域における自立した生活を支援します。



	区分
	設置主体
	設置場所
	指定時期

	富山圏域
	(福)セーナー苑
	セーナー苑（富山市）
	H14.12

	高岡圏域
	(福)たかおか万葉福祉会
	かたかご苑（高岡市）
	H16.9

	新川圏域
	(福)新川むつみ園
	新川むつみ園（入善町）
	H18.3

	砺波圏域
	(福)渓明会
	障がい者ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰきらり（砺波市）
	H20.3


２　専門性の高い意思疎通支援を行う者の派遣事業
　 　　意思疎通支援を図ることが困難な障害者等が自立した日常生活や社会生活を

送ることができるよう、特に専門性の高い意思疎通支援を行う者を派遣する体制を整備するとともに、広域的な派遣を行います。
（１）手話通訳者・要約筆記者派遣事業
市町村域を越える広域的な派遣、複数市町村の住民が参加する会議、講演等に手話通訳者又は要約筆記者を派遣することにより、聴覚障害者の自立と社会参加を図ります。
（２）盲ろう者向け通訳・介助員派遣事業
　　　コミュニケーション及び移動等の支援を行う盲ろう者向け通訳・介助員を派遣することにより、盲ろう者の自立と社会参加を図ります。
３　広域的な支援事業
（1） 障害者の地域生活を支えるネットワークの構築

地域自立支援協議会（市町村又は圏域単位）を中心とした相談支援体制の一層の充実・強化を図り、障害者からの相談対応、情報の提供、障害福祉サービスの利用支援等を行います。

県は、広域的な立場から、福祉、保健、医療、教育、就労等の関係機関で構成される｢富山県障害者自立支援協議会｣（平成２０年６月設置）により、市町村の取組みを支援しています。
また、地域における相談支援の中核的な役割を担う基幹相談支援センターの設置を促進するため、市町村の取組みを支援します。
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＜地域自立支援協議会の状況＞
	圏域
	協議会名
	構成市町村

	新川
	新川地域自立支援協議会
	魚津市、黒部市、入善町、朝日町

	富山
	滑川・中新川障害者地域自立支援協議会
	滑川市、舟橋村、上市町、立山町

	
	富山市障害者自立支援協議会
	富山市

	高岡
	射水市障がい者総合支援協議会
	射水市

	
	高岡市障がい者自立支援協議会
	高岡市

	
	氷見市地域自立支援協議会
	氷見市

	砺波
	砺波地域障害者自立支援協議会
	砺波市、小矢部市、南砺市


　（２）精神障害者地域生活支援広域調整等事業
各関係機関が広域的な調整のもと連携できる体制を地域において構築し、精神障害にも対応した地域包括ケアシステムに資する取組みを推進します。

自立支援協議会精神部会、精神障害者地域共生支援事業検討会等を通じた、市町村の枠を超えた医療、福祉、行政機関等の連携により、精神障害者の自立した日常生活及び社会生活のための支援を行います。

精神障害者が住み慣れた地域を拠点とし、本人が自らの意向に即して充実した生活を送ることができるよう、ピアフレンズを含めた精神障害者の地域生活移行・定着を支援する人材を育成します。

また、災害等の緊急時においても専門的な心のケアに関する対応が円滑に行われるよう、災害派遣精神医療チーム（DPAT）を整備すること等により、専門的なケアを必要とする者に日常的な相談体制の強化、及び事故・災害等発生時の緊急支援体制の強化を図ります。
４　各種人材の養成　
居宅介護や同行援護サービス等が良質かつ適切に提供されるよう、居宅介護従業者等の養成研修を行います。また、障害者の自立と社会参加が十分図られるよう、手話通訳者やボランティア等の養成研修を行います。

	事　業　名
	28年度

まで
	29年度
	30年度
	31年度
	32年度
	32年度

まで

	
	養成人数
（累計）
	養成見込人数
	養成見込人数
	養成見込人数
	養成見込人数
	養成見込人数
（累計）

	①居宅介護従業者養成研修


	490
	10
	20
	20
	20
	560

	②同行援護従業者養成研修


	495
	37
	40
	40
	40
	652

	③強度行動障害支援者養成研修（基礎研修）事業
	191
	70
	70
	70
	70
	471

	④強度行動障害支援者養成研修（実践研修）事業
	103
	60
	60
	60
	60
	343

	⑤登録手話通訳者養成研修


	82
	3
	3
	3
	3
	94

	⑥要約筆記者養成研修


	32
	7
	7
	7
	7
	60

	⑦盲ろう者通訳・介助員養成研修
	82
	8
	8
	8
	8
	114

	⑧パソコンボランティア養成研修
	27
	1
	1
	1
	1
	31

	⑨障害者スポーツ指導員養成研修
	634
	30
	30
	30
	30
	754

	⑩サービス管理者責任者養成研修
	1,767
	181
	190
	190
	190
	2,518

	⑫相談支援従事者養成研修


	965
	64
	90
	90
	90
	1,299


５　その他
（１）生活訓練事業

　　　障害者等の生活の質的向上を図るため、障害特性に応じた、日常生活上必要な生活訓練等に関する各種講習会等を開催します。

　　　○技能講習関係

　　点字講習会、ＩＴ関連講習会、無線教室
○機能訓練関係
　　歩行訓練講習会、会話講座、オストメイト社会適応訓練講習会、
リハビリ教室、車椅子社会適応訓練講習会、

音声機能障害者発声訓練講習会
○日常生活動作関係
家庭生活教室、健康教室、文化・教養教室、交通安全教室

（２）スポーツ・レクリエーション教室開催等事業
障害者が身近な地域でスポーツに親しめるよう、障害者スポーツ指導員の養成など、環境整備を推進します。
また、障害者がスポーツ・レクリエーションを通じて心身の発達や健康の維持増進を図るとともに、県民の障害者に対する理解を深め、障害者の自立と社会参加の促進を図るため、障害者のスポーツ大会（陸上競技、水泳競技、卓球競技、フライングディスク競技等）やスポーツ教室等を開催します。
（３）芸術文化講座開催等事業
障害者の芸術文化活動を振興するため、障害者の絵画展など芸術文化活動の発表の場を設けるとともに、障害者の自立と社会参加を促進するため、各障害保健福祉圏域ごとに、写真、押絵等の芸術文化教室や障害者作品展等を開催します。

１　障害者等に対する虐待の防止

「障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律（障害者虐待防止法）」を踏まえ、指定障害福祉サービス等の事業者は、利用者の人権の擁護、虐待の防止等のため、責任者を置く等の必要な体制を整備し、従業者に対して、研修を実施する等の措置を講じなければなりません。

県では、県障害者権利擁護センターを設置するとともに、市町村（障害者虐待防止センター）をはじめ関係機関・団体等からなるネットワークを構築し、情報の共有や連携の強化を図り、虐待防止に向けたシステムの整備に努めます。また、事業者・市町村職員を対象に障害者等に対する虐待の未然の防止、虐待が発生した場合の迅速かつ適切な対応、再発の防止等についての研修を実施します。
なお、これらの体制や取組みについては、定期的に検証を行い、必要に応じてマニュアルの見直し等を行います。
また、高齢者や児童虐待の防止に取り組む関係機関とも連携し、効果的な体制の構築に努めます。

さらに、県では虐待事案を効果的に防止するため、次に掲げる点に配慮した取り組みを行います。
（１）相談支援専門員及びサービス管理責任者等による虐待事案の未然防止及び　早期発見

虐待事案を未然に防止する観点から、相談支援専門員、サービス管理責任者又は児童発達支援管理責任者等に対し、常日頃から虐待防止に関する高い意識を持ち、障害者等及びその養護者の支援に当たるとともに、虐待の早期発見及び虐待と疑われる事案を発見した場合の速やかな通報を求めます。また、指定障害福祉サービス事業所等及び指定通所支援事業所等の設置者・管理者に対し、障害者等虐待防止研修受講の徹底及び虐待を防止するための委員会の設置を促すなど、各種研修や指導監査などあらゆる機会を通じて指導助言を継続的に行います。特に、継続サービス利用支援により、居宅や施設等への訪問を通じて障害者等やその世帯の状況等を把握することが可能であることに鑑み、相談支援事業者に対し、訪問による相談支援の機会等を通じた虐待の早期発見及び市町村との連携の重要性について周知を図っていきます。

（２）一時保護に必要な居室の確保

必要に応じて、一時保護のために必要な居室の確保について市町村域を超えた広域的な調整を行います。

（３）指定障害児入所支援の従業者への研修

指定障害児入所支援については、児童福祉法に基づき、被措置児童等虐待対応が図られますが、指定障害福祉サービス事業所等及び指定通所支援事業所等と同様に、入所児童に対する人権の擁護、虐待の防止等のため、従業者に対する研修等を実施します。

（４）権利擁護の取組み
障害者等の権利擁護の取組みについては、障害福祉サービスの利用の観点から成年後見制度を利用することが有用であると認められる利用者に対して支援を行うとともに、後見等の業務を適正に行うことができる人材の育成及び活用を図るための研修を行い、当該制度の利用を促進します。

[image: image14.emf]障害者虐待防止法の概要
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障害者に対する虐待が障害者の尊厳を害するものであり、障害者の自立及び社会参

加にとって障害者に対する虐待を防止することが極めて重要であること等に鑑み、障害

者に対する虐待の禁止、国等の責務、障害者虐待を受けた障害者に対する保護及び自

立の支援のための措置、養護者に対する支援のための措置等を定めることにより、障

害者虐待の防止、養護者に対する支援等に関する施策を促進し、もって障害者の権利

利益の擁護に資することを目的とする。

【虐待種別による通報スキーム】 【通報・届出後の対応】

①身体的虐待（障害者の身体に外傷が生じ、若しくは生じるおそれのある暴行を加え、

又は正当な理由なく障害者の身体を拘束すること）

②放棄・放置 （障害者を衰弱させるような著しい減食又は長時間の放置等による

①③④の行為と同様の行為の放置等）

③心理的虐待（障害者に対する著しい暴言又は著しく拒絶的な対応その他の障害者に

著しい心理的外傷を与える言動を行うこと）

④性的虐待 （障害者にわいせつな行為をすること又は障害者をしてわいせつな行

為をさせること）

⑤経済的虐待 （障害者から不当に財産上の利益を得ること）

【目的】

【障害者虐待の類型】
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２　意思決定支援の促進
意思決定支援の質の向上を図るため、相談支援専門員やサービス管理責任者の研修等の機会を通じて、意思決定支援ガイドライン等を活用した研修を実施するとともに、事業者や成年後見の担い手を含めた関係者に対して普及を図るように努めます。
３　障害者等の芸術文化活動支援による社会参加等の促進
障害者の自立と社会参加を促進するため、絵画展など芸術文化活動の発表の場を設けるとともに、写真等の芸術文化教室等を開催します。
また、2020年東京オリンピック・パラリンピックに向けた文化プログラムの推進のため、アール・ブリュットなど障害者芸術文化活動のさらなる振興を図ります。
４　障害を理由とする差別の解消の推進
国では、障害者権利条約の締結に向けた国内法の整備として、障害者基本法の改正（平成２３年）、「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（障害者差別解消法）」の制定（平成２５年）が相次いで行われました。

障害者差別解消法には、「障害を理由とする不当な差別的取扱いの禁止」や「障害者への合理的配慮の不提供の禁止」等が規定されました。
県においても「障害のある人の人権を尊重し県民皆が共にいきいきと輝く富山県づくり条例（県条例）」を制定しました（平成２６年）。この障害者差別解消法及び県条例については、共に平成２８年４月に施行されました。

県では、国の基本方針に即した職員対応要領の策定や、県条例も踏まえた相談や紛争の防止・解決のための体制の整備、県民に対する普及啓発活動など、必要な対応に取り組み、障害者理解の促進と障害者への配慮の徹底を図ります。

　　[image: image17.emf]
（出典　内閣府ホームページ）
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５　障害福祉サービス等及び障害児通所支援等を提供する事業所における利用者の安全確保に向けた取組みや事業所における研修等の充実
障害福祉サービス事業所等及び障害児通所支援等を提供する事業所においては、地域共生社会の考え方に基づき、地域に開かれた施設となるべきというこれまでの方向性を堅持し、平常時からの地域住民や関係機関との緊密な関係性の構築等を通じ、利用者の安全確保に向けた取組みを進めることが重要であることから、県はその支援を行います。障害福祉サービス事業所等及び障害児通所支援等を提供する事業所が発災時には福祉避難所として地域の安全提供の拠点となることも踏まえた上で、防災対策とともに考えていきます。

さらに、障害福祉サービス等及び障害児通所支援等を利用する障害者等が安心して生活できるように、権利擁護の視点を含めた職員への研修を充実することや、職員が過重な労働負担等により精神的に孤立することなく、いきいきと障害者等への支援に従事できるようにするため、職員の処遇改善等により職場環境の改善を進めていきます。
　　　

県の関係部局や各市町村、富山労働局をはじめ関係機関・団体等との連携・協力体制を整え総合的な施策推進に取り組みます。

また、成果目標及び活動指標の達成状況については年１回、活動指標については年２回実績を把握し、計画の中間評価として分析及び評価を行い、必要があると認めるときは、計画の変更、事業の見直し等の措置を検討します。また、その際には県障害者施策推進協議会に報告し、点検、評価を受けるとともに、その内容について、ホームページ等への掲載による情報提供に努めます。


１　平成３２年度の数値目標の設定

（１）　福祉施設の入所者の地域生活への移行

	項　目
	第4期

計画値
	Ｈ29
実績見込

(H30.4)
	目標値
	考え方

	平成28年度末時点の

施設入所者数(Ａ)
	589人

※平成25年末
時点
	
	561人
（基準値）
	福祉施設に入所している障害者

	平成32年度末の入所者数(Ｂ)
	554人
※平成29年度末の目標
	555人
	549人
	

	【成果目標】

入所者減少見込数

（Ａ－Ｂ）
	35人
	34人
	12人
	平成32年度末段階での減少見込数

	【成果目標】

地域生活移行者数
	77人
	14人
	16人
	（Ａ）のうち、平成32年度末までに地域生活へ移行する者の数


（２）　福祉施設から一般就労への移行等

	項　目
	H27実績
	第4期

計画値
	Ｈ28実績
	目標値
	考え方

	【成果目標】

一般就労移行者数（年間）（Ａ）
	44人
	56人
	64人
	96人
	平成32年度において福祉施設を退所し、一般就労する人の数

	【成果目標】

就労移行支援事業の利用者数
	72人
	123人
	77人
	96人
	平成32年度末における就労移行支援事業の利用者数

	【成果目標】

事業所ごとの就労移行率
	31％
	50％
	20％
	50％
	就労移行支援事業所のうち、就労移行率が３割以上の事業所の割合


２　各年度における指定障害福祉サービス又は指定相談支援等の種類
ごとの必要な量の見込みと主な指定障害福祉サービス基盤整備計画
（１）　訪問系サービス
〔各年度の見込量（１か月当たりの見込量）〕

	区　分
	単　位
	27年度

（実績）
	28年度（実績）
	29年度
(実績見込)
	30年度
	31年度
	32年度

	居宅介護、

重度訪問介護、

同行援護、

行動援護、

重度障害者等

包括支援
	利用者数
	人
	351
	388
	400 
	430 
	458 
	488 

	
	利用量
	時間分
	8,965
	9,547
	9,803 
	10,691 
	11,353 
	12,035 


（２）　日中活動系サービス
〔各年度の見込量（１か月当たりの見込量）〕
	区　分
	単　位
	27年度

（実績）
	28年度（実績）
	29年度

(実績見込)
	30年度
	31年度
	32年度

	生活介護
	利用者数
	人
	1,052
	1,080
	1,096 
	1,114 
	1,132 
	1,152 

	
	利用量
	人日分
	20,939
	21,305
	20,240 
	20,918 
	21,252 
	21,624 

	自立訓練

（機能訓練）
	利用者数
	人
	5
	8
	11 
	10 
	10 
	10 

	
	利用量
	人日分
	29
	21
	85 
	83 
	85 
	87 

	自立訓練

（生活訓練）
	利用者数
	人
	49
	40
	48 
	52 
	55 
	57 

	
	利用量
	人日分
	588
	483
	661 
	676 
	712 
	738 

	就労移行支援
	利用者数
	人
	72
	77
	82 
	82 
	87 
	95 

	
	利用量
	人日分
	1,437
	1,376
	1,309 
	1,565 
	1,655 
	1,804 

	就労継続支援

（Ａ型）
	利用者数
	人
	514
	574
	604 
	644 
	683 
	722 

	
	利用量
	人日分
	10,177
	11,381
	11,291 
	12,863 
	13,635 
	14,414 

	就労継続支援

（Ｂ型）
	利用者数
	人
	840
	894
	915 
	939 
	967 
	993 

	
	利用量
	人日分
	15,647
	16,467
	15,823 
	16,774 
	17,268 
	17,730 

	就労定着支援
	利用者数
	人
	
	
	
	38 
	47 
	56 

	療養介護
	利用者数
	人
	104
	108
	110 
	117 
	120 
	122 

	短期入所

（福祉型、医療型）
	利用者数
	人
	121
	142
	129 
	143 
	155 
	166 

	
	利用量
	人日分
	682
	818
	722 
	803 
	871 
	930 


※「人日分」：月間の利用人員×平均日数
〔基盤整備計画〕

	区　分
	単　位
	29年度

実績見込
	整備計画
	（参考）32年度累計

	
	
	
	30年度
	31年度
	32年度
	

	生活介護
	事業所数
	箇所
	40
	0
	40
	2
	42

	
	定員数
	人
	1,201
	0
	1,201
	54
	1,255

	自立訓練

（機能訓練）
	事業所数
	箇所
	1
	1
	2
	0
	2

	
	定員数
	人
	6
	9
	15
	0
	15

	自立訓練

（生活訓練）
	事業所数
	箇所
	4
	0
	4
	0
	4

	
	定員数
	人
	56
	0
	56
	0
	56

	就労移行支援
	事業所数
	箇所
	15
	0
	15
	0
	15

	
	定員数
	人
	170
	0
	170
	0
	170

	就労継続支援

（Ａ型）
	事業所数
	箇所
	37
	2
	39
	2
	41

	
	定員数
	人
	692
	38
	730
	38
	768

	就労継続支援

（Ｂ型）
	事業所数
	箇所
	49
	1
	50
	1
	51

	
	定員数
	人
	1,081
	23
	1,104
	23
	1,127


（３）　居住系サービス
〔各年度の見込量（１か月当たりの見込量）〕
	区　分
	単　位
	27年度

（実績）
	28年度（実績）
	29年度

(実績見込)
	30年度
	31年度
	32年度

	施設入所支援
	利用者数
	人
	565
	560
	555 
	555 
	553 
	550 


	自立生活援助
	利用者数
	人
	
	
	
	0 
	12 
	18 

	共同生活援助

(グループホーム)
	利用者数
	人
	329
	339
	365 
	365 
	373 
	387 


〔基盤整備計画〕

	区　分
	単　位
	29年度

実績見込
	整備計画
	（参考）32年度累計

	
	
	
	30年度
	31年度
	32年度
	

	共同生活援助

(グループホーム)
	事業所数
	箇所
	32
	0
	32
	2
	34

	
	定員数
	人
	455
	0
	455
	30
	485

	施設入所支援
	事業所数
	箇所
	12
	-
	-
	-
	12

	
	定員数
	人
	741
	-
	-
	-
	741


（４）障害児通所支援
〔各年度の見込量（１か月当たりの見込量）〕
	区　分
	単　位
	27年度

（実績）
	28年度（実績）
	29年度

(実績見込)
	30年度
	31年度
	32年度

	福祉型児童発達支援
	利用
児童数
	人
	224
	234
	284 
	298 
	308 
	316 

	
	利用量
	人日分
	1,512
	1,509
	1,422 
	1,656 
	1,700 
	1,734 

	医療型児童発達支援
	利用
児童数
	人
	1
	2
	3 
	5 
	8 
	9 

	
	利用量
	人日分
	10
	20
	24 
	42 
	93 
	103 

	放課後等デイサービス
	利用
児童数
	人
	365
	453
	512 
	543 
	577 
	608 

	
	利用量
	人日分
	4,094
	5,464
	5,807 
	6,172 
	6,508 
	6,901 

	保育所等訪問支援
	利用
児童数
	人
	4
	3
	7 
	30 
	36 
	42 

	
	利用量
	人日分
	5
	5
	10 
	35 
	41 
	47 

	居宅訪問型児童発達支援
	利用
児童数
	人
	
	
	
	4 
	5 
	7 

	
	利用量
	人日分
	
	
	
	14 
	19 
	28 


〔基盤整備計画〕

	区　分
	単　位
	29年度

実績見込
	整備計画
	（参考）32年度累計

	
	
	
	30年度
	31年度
	32年度
	

	福祉型児童発達支援
	事業所数
	箇所
	18
	1
	19
	1
	20

	
	定員数
	人
	221
	13
	234
	13
	247

	医療型児童発達支援
	事業所数
	箇所
	1
	0
	1
	0
	1

	
	定員数
	人
	40
	0
	40
	0
	40

	放課後等デイサービス
	事業所数
	箇所
	29
	3
	32
	4
	36

	
	定員数
	人
	271
	30
	301
	40
	341


（５）相談支援
〔各年度の見込量（１か月当たりの見込量）〕
	区　分
	単　位
	27年度

（実績）
	28年度（実績）
	29年度

(実績見込)
	30年度
	31年度
	32年度

	計画相談支援
	利用者数
	人
	595
	769
	592 
	802 
	827 
	851 

	地域相談支援

(地域移行支援)
	利用者数
	人
	2
	1
	2 
	5 
	8 
	10 

	地域相談支援

(地域定着支援)
	利用者数
	人
	19
	38
	43 
	51 
	59 
	64 

	障害児相談支援
	利用者数
	人
	253
	215
	253 
	287 
	311 
	334 


（６）医療的ケア児に対する関連分野の支援を調整するコーディネーターの配置人数
〔各年度の見込量〕
	区　分
	単　位
	29年度

(実績見込)
	30年度
	31年度
	32年度

	医療的ケア児に対する関連分野の支援を調整するコーディネーターの配置
	配置人数
	人
	－
	1
	1
	1



１　平成３２年度の数値目標の設定

（１）　福祉施設の入所者の地域生活への移行

	項　目
	第4期

計画値
	Ｈ29
実績見込

(H30.4)
	目標値
	考え方

	平成28年度末時点の

施設入所者数(Ａ)
	399人

※平成25年末
時点
	
	400人
（基準値）
	福祉施設に入所している障害者

	平成32年度末の入所者数(Ｂ)
	374人
※平成29年度末の目標
	402人
	388人
	

	【成果目標】

入所者減少見込数

（Ａ－Ｂ）
	25人
	-3人
	12人
	平成32年度末段階での減少見込数

	【成果目標】

地域生活移行者数
	49人
	6人
	14人
	（Ａ）のうち、平成32年度末までに地域生活へ移行する者の数


（２）　福祉施設から一般就労への移行等

	項　目
	H27実績
	第4期

計画値
	Ｈ28実績
	目標値
	考え方

	【成果目標】

一般就労移行者数（年間）（Ａ）
	26人
	83人
	36人
	55人
	平成32年度において福祉施設を退所し、一般就労する人の数

	【成果目標】

就労移行支援事業の利用者数
	59人
	123人
	73人
	88人
	平成32年度末における就労移行支援事業の利用者数

	【成果目標】

事業所ごとの就労移行率
	50％
	50％
	16％
	50％
	就労移行支援事業所のうち、就労移行率が３割以上の事業所の割合


２　各年度における指定障害福祉サービス又は指定相談支援等の種類
ごとの必要な量の見込みと主な指定障害福祉サービス基盤整備計画
（１）　訪問系サービス
〔各年度の見込量（１か月当たりの見込量）〕

	区　分
	単　位
	27年度

（実績）
	28年度（実績）
	29年度
(実績見込)
	30年度
	31年度
	32年度

	居宅介護、

重度訪問介護、

同行援護、

行動援護、

重度障害者等

包括支援
	利用者数
	人
	180
	199
	209 
	232 
	248 
	263 

	
	利用量
	時間分
	1,822
	2,139
	2,044 
	2,454 
	2,599 
	2,743 


（２）　日中活動系サービス
〔各年度の見込量（１か月当たりの見込量）〕
	区　分
	単　位
	27年度

（実績）
	28年度（実績）
	29年度

(実績見込)
	30年度
	31年度
	32年度

	生活介護
	利用者数
	人
	734
	766
	781 
	790 
	807 
	824 

	
	利用量
	人日分
	14,668
	15,345
	14,763 
	15,612 
	15,999 
	16,407 

	自立訓練

（機能訓練）
	利用者数
	人
	2
	2
	4 
	5 
	5 
	5 

	
	利用量
	人日分
	19
	17
	23 
	56 
	56 
	56 

	自立訓練

（生活訓練）
	利用者数
	人
	46
	48
	38 
	40 
	42 
	44 

	
	利用量
	人日分
	457
	482
	375 
	450 
	487 
	523 

	就労移行支援
	利用者数
	人
	59
	73
	68 
	74 
	81 
	88 

	
	利用量
	人日分
	982
	1,357
	1,275 
	1,434 
	1,570 
	1,706 

	就労継続支援

（Ａ型）
	利用者数
	人
	284
	353
	359 
	394 
	422 
	451 

	
	利用量
	人日分
	5,626
	6,936
	6,935 
	7,884 
	8,386 
	8,888 

	就労継続支援

（Ｂ型）
	利用者数
	人
	541
	519
	528 
	536 
	543 
	549 

	
	利用量
	人日分
	9,844
	9,507
	9,034 
	9,931 
	10,212 
	10,494 

	就労定着支援
	利用者数
	人
	
	
	
	18 
	21 
	23 

	療養介護
	利用者数
	人
	77
	79
	79 
	79 
	79 
	79 

	短期入所

（福祉型、医療型）
	利用者数
	人
	94
	112
	110 
	157 
	140 
	154 

	
	利用量
	人日分
	459
	531
	551 
	618 
	688 
	757 


※「人日分」：月間の利用人員×平均日数
〔基盤整備計画〕

	区　分
	単　位
	29年度

実績見込
	整備計画
	（参考）32年度累計

	
	
	
	30年度
	31年度
	32年度
	

	生活介護
	事業所数
	箇所
	21
	0
	21
	1
	22

	
	定員数
	人
	524
	0
	524
	27
	551

	自立訓練

（機能訓練）
	事業所数
	箇所
	1
	1
	2
	0
	2

	
	定員数
	人
	12
	9
	21
	0
	21

	自立訓練

（生活訓練）
	事業所数
	箇所
	5
	0
	5
	0
	5

	
	定員数
	人
	35
	0
	35
	0
	35

	就労移行支援
	事業所数
	箇所
	7
	0
	7
	1
	8

	
	定員数
	人
	66
	0
	66
	10
	76

	就労継続支援

（Ａ型）
	事業所数
	箇所
	12
	2
	14
	2
	16

	
	定員数
	人
	234
	38
	272
	38
	310

	就労継続支援

（Ｂ型）
	事業所数
	箇所
	21
	0
	21
	0
	21

	
	定員数
	人
	479
	0
	479
	0
	479


（３）　居住系サービス
〔各年度の見込量（１か月当たりの見込量）〕
	区　分
	単　位
	27年度

（実績）
	28年度（実績）
	29年度

(実績見込)
	30年度
	31年度
	32年度

	施設入所支援
	利用者数
	人
	397
	400
	402 
	397 
	392 
	386 


	自立生活援助
	利用者数
	人
	
	
	
	0 
	5 
	5 

	共同生活援助

(グループホーム)
	利用者数
	人
	157
	159
	159 
	175 
	180 
	185 


〔基盤整備計画〕

	区　分
	単　位
	29年度

実績見込
	整備計画
	（参考）32年度累計

	
	
	
	30年度
	31年度
	32年度
	

	共同生活援助

(グループホーム)
	事業所数
	箇所
	10
	1
	11
	0
	11

	
	定員数
	人
	108
	15
	123
	0
	123

	施設入所支援
	事業所数
	箇所
	7
	-
	-
	-
	7

	
	定員数
	人
	280
	-
	-
	-
	280


（４）障害児通所支援
〔各年度の見込量（１か月当たりの見込量）〕
	区　分
	単　位
	27年度

（実績）
	28年度（実績）
	29年度

(実績見込)
	30年度
	31年度
	32年度

	福祉型児童発達支援
	利用
児童数
	人
	188
	197
	209 
	219 
	232 
	245 

	
	利用量
	人日分
	1,074
	1,081
	1,151 
	1,319 
	1,454 
	1,589 

	医療型児童発達支援
	利用
児童数
	人
	10
	9
	17 
	24 
	31 
	38 

	
	利用量
	人日分
	107
	81
	108 
	178 
	217 
	256 

	放課後等デイサービス
	利用
児童数
	人
	200
	230
	294 
	337 
	380 
	422 

	
	利用量
	人日分
	2,140
	2,501
	3,257 
	4,199 
	4,897 
	5,549 

	保育所等訪問支援
	利用
児童数
	人
	0
	0
	0 
	4 
	5 
	7 

	
	利用量
	人日分
	0
	0
	0 
	27 
	29 
	43 

	居宅訪問型児童発達支援
	利用
児童数
	人
	
	
	
	0 
	2 
	4 

	
	利用量
	人日分
	
	
	
	0 
	16 
	29 


〔基盤整備計画〕

	区　分
	単　位
	29年度

実績見込
	整備計画
	（参考）32年度累計

	
	
	
	30年度
	31年度
	32年度
	

	福祉型児童発達支援
	事業所数
	箇所
	7
	1
	8
	1
	9

	
	定員数
	人
	90
	13
	103
	13
	116

	医療型児童発達支援
	事業所数
	箇所
	1
	0
	1
	0
	1

	
	定員数
	人
	20
	0
	20
	0
	20

	放課後等デイサービス
	事業所数
	箇所
	16
	4
	20
	5
	25

	
	定員数
	人
	150
	40
	190
	50
	240


（５）相談支援
〔各年度の見込量（１か月当たりの見込量）〕
	区　分
	単　位
	27年度

（実績）
	28年度（実績）
	29年度

(実績見込)
	30年度
	31年度
	32年度

	計画相談支援
	利用者数
	人
	323
	343
	319 
	333 
	365 
	397 

	地域相談支援

(地域移行支援)
	利用者数
	人
	1
	1
	1 
	7 
	7 
	8 

	地域相談支援

(地域定着支援)
	利用者数
	人
	1
	2
	1 
	11 
	11 
	12 

	障害児相談支援
	利用者数
	人
	95
	106
	91 
	100 
	111 
	123 


（６）医療的ケア児に対する関連分野の支援を調整するコーディネーターの配置人数
〔各年度の見込量〕
	区　分
	単　位
	29年度

(実績見込)
	30年度
	31年度
	32年度

	医療的ケア児に対する関連分野の支援を調整するコーディネーターの配置
	配置人数
	人
	－
	0 
	0 
	3 



１　平成３２年度の数値目標の設定

（１）　福祉施設の入所者の地域生活への移行

	項　目
	第4期

計画値
	Ｈ29
実績見込

(H30.4)
	目標値
	考え方

	平成28年度末時点の

施設入所者数(Ａ)
	180人

※平成25年末
時点
	
	173人
（基準値）
	福祉施設に入所している障害者

	平成32年度末の入所者数(Ｂ)
	171人
※平成29年度末の目標
	173人
	165人
	

	【成果目標】

入所者減少見込数

（Ａ－Ｂ）
	9人
	7人
	8人
	平成32年度末段階での減少見込数

	【成果目標】

地域生活移行者数
	18人
	4人
	12人
	（Ａ）のうち、平成32年度末までに地域生活へ移行する者の数


（２）　福祉施設から一般就労への移行等

	項　目
	H27実績
	第4期

計画値
	Ｈ28実績
	目標値
	考え方

	【成果目標】

一般就労移行者数（年間）（Ａ）
	8人
	23人
	6人
	11人
	平成32年度において福祉施設を退所し、一般就労する人の数

	【成果目標】

就労移行支援事業の利用者数
	9人
	23人
	15人
	21人
	平成32年度末における就労移行支援事業の利用者数

	【成果目標】

事業所ごとの就労移行率
	33％
	50％
	33％
	50％
	就労移行支援事業所のうち、就労移行率が３割以上の事業所の割合


２　各年度における指定障害福祉サービス又は指定相談支援等の種類
ごとの必要な量の見込みと主な指定障害福祉サービス基盤整備計画
（１）　訪問系サービス
〔各年度の見込量（１か月当たりの見込量）〕

	区　分
	単　位
	27年度

（実績）
	28年度（実績）
	29年度
(実績見込)
	30年度
	31年度
	32年度

	居宅介護、

重度訪問介護、

同行援護、

行動援護、

重度障害者等

包括支援
	利用者数
	人
	99
	99
	103 
	113 
	121 
	131 

	
	利用量
	時間分
	2,622
	1,922
	1,938 
	2,079 
	2,167 
	2,276 


（２）　日中活動系サービス
〔各年度の見込量（１か月当たりの見込量）〕
	区　分
	単　位
	27年度

（実績）
	28年度（実績）
	29年度

(実績見込)
	30年度
	31年度
	32年度

	生活介護
	利用者数
	人
	280
	292
	257 
	264 
	269 
	275 

	
	利用量
	人日分
	5,901
	6,131
	4,981 
	5,125 
	5,203 
	5,300 

	自立訓練

（機能訓練）
	利用者数
	人
	1
	1
	0 
	0 
	0 
	0 

	
	利用量
	人日分
	23
	23
	0 
	0 
	0 
	0 

	自立訓練

（生活訓練）
	利用者数
	人
	17
	11
	8 
	10 
	11 
	12 

	
	利用量
	人日分
	263
	124
	111 
	133 
	155 
	170 

	就労移行支援
	利用者数
	人
	9
	15
	16 
	16 
	20 
	21 

	
	利用量
	人日分
	133
	218
	222 
	224 
	280 
	298 

	就労継続支援

（Ａ型）
	利用者数
	人
	25
	31
	36 
	39 
	43 
	47 

	
	利用量
	人日分
	501
	608
	719 
	787 
	868 
	949 

	就労継続支援

（Ｂ型）
	利用者数
	人
	227
	240
	258 
	267 
	277 
	286 

	
	利用量
	人日分
	4,066
	4,482
	4,290 
	4,430 
	4,581 
	4,731 

	就労定着支援
	利用者数
	人
	
	
	
	7 
	8 
	9 

	療養介護
	利用者数
	人
	26
	29
	29 
	30 
	30 
	30 

	短期入所

（福祉型、医療型）
	利用者数
	人
	27
	43
	40 
	42 
	46 
	51 

	
	利用量
	人日分
	178
	218
	257 
	290 
	311 
	344 


※「人日分」：月間の利用人員×平均日数
〔基盤整備計画〕

	区　分
	単　位
	29年度

実績見込
	整備計画
	（参考）32年度累計

	
	
	
	30年度
	31年度
	32年度
	

	生活介護
	事業所数
	箇所
	8
	0
	8
	0
	8

	
	定員数
	人
	194
	0
	194
	0
	194

	自立訓練

（機能訓練）
	事業所数
	箇所
	0
	0
	0
	0
	0

	
	定員数
	人
	0
	0
	0
	0
	0

	自立訓練

（生活訓練）
	事業所数
	箇所
	4
	0
	4
	0
	4

	
	定員数
	人
	46
	0
	46
	0
	46

	就労移行支援
	事業所数
	箇所
	2
	0
	2
	0
	2

	
	定員数
	人
	20
	0
	20
	0
	20

	就労継続支援

（Ａ型）
	事業所数
	箇所
	2
	0
	2
	0
	2

	
	定員数
	人
	20
	0
	20
	0
	20

	就労継続支援

（Ｂ型）
	事業所数
	箇所
	9
	0
	9
	0
	9

	
	定員数
	人
	200
	0
	200
	0
	200


（３）　居住系サービス
〔各年度の見込量（１か月当たりの見込量）〕
	区　分
	単　位
	27年度

（実績）
	28年度（実績）
	29年度

(実績見込)
	30年度
	31年度
	32年度

	施設入所支援
	利用者数
	人
	177
	173
	173 
	172 
	168 
	165 


	自立生活援助
	利用者数
	人
	
	
	
	5 
	7 
	8 

	共同生活援助

(グループホーム)
	利用者数
	人
	138
	143
	149 
	152 
	156 
	160 


〔基盤整備計画〕

	区　分
	単　位
	29年度

実績見込
	整備計画
	（参考）32年度累計

	
	
	
	30年度
	31年度
	32年度
	

	共同生活援助

(グループホーム)
	事業所数
	箇所
	8
	0
	8
	0
	8

	
	定員数
	人
	134
	0
	134
	0
	134

	施設入所支援
	事業所数
	箇所
	2
	-
	-
	-
	2

	
	定員数
	人
	100
	-
	-
	-
	100


（４）障害児通所支援
〔各年度の見込量（１か月当たりの見込量）〕
	区　分
	単　位
	27年度

（実績）
	28年度（実績）
	29年度

(実績見込)
	30年度
	31年度
	32年度

	福祉型児童発達支援
	利用
児童数
	人
	23
	23
	25 
	27 
	27 
	28 

	
	利用量
	人日分
	256
	248
	304 
	348 
	348 
	358 

	医療型児童発達支援
	利用
児童数
	人
	0
	1
	0 
	2 
	2 
	3 

	
	利用量
	人日分
	0
	3
	0 
	4 
	4 
	9 

	放課後等デイサービス
	利用
児童数
	人
	84
	89
	82 
	89 
	92 
	95 

	
	利用量
	人日分
	759
	821
	791 
	865 
	895 
	910 

	保育所等訪問支援
	利用
児童数
	人
	8
	10
	15 
	22 
	24 
	27 

	
	利用量
	人日分
	18
	18
	30 
	49 
	53 
	59 

	居宅訪問型児童発達支援
	利用
児童数
	人
	
	
	
	4 
	4 
	5 

	
	利用量
	人日分
	
	
	
	66 
	66 
	68 


〔基盤整備計画〕

	区　分
	単　位
	29年度

実績見込
	整備計画
	（参考）32年度累計

	
	
	
	30年度
	31年度
	32年度
	

	福祉型児童発達支援
	事業所数
	箇所
	2
	0
	2
	0
	2

	
	定員数
	人
	30
	0
	30
	0
	30

	医療型児童発達支援
	事業所数
	箇所
	0
	0
	0
	0
	0

	
	定員数
	人
	0
	0
	0
	0
	0

	放課後等デイサービス
	事業所数
	箇所
	4
	1
	5
	0
	5

	
	定員数
	人
	50
	10
	60
	0
	60


（５）相談支援
〔各年度の見込量（１か月当たりの見込量）〕
	区　分
	単　位
	27年度

（実績）
	28年度（実績）
	29年度

(実績見込)
	30年度
	31年度
	32年度

	計画相談支援
	利用者数
	人
	67
	122
	99 
	112 
	126 
	138 

	地域相談支援

(地域移行支援)
	利用者数
	人
	0
	0
	0 
	5 
	5 
	6 

	地域相談支援

(地域定着支援)
	利用者数
	人
	1
	1
	1 
	6 
	7 
	7 

	障害児相談支援
	利用者数
	人
	30
	31
	30 
	34 
	36 
	38 


（６）医療的ケア児に対する関連分野の支援を調整するコーディネーターの配置人数
〔各年度の見込量〕
	区　分
	単　位
	29年度

(実績見込)
	30年度
	31年度
	32年度

	医療的ケア児に対する関連分野の支援を調整するコーディネーターの配置
	配置人数
	人
	－
	1 
	1 
	1 



１　平成３２年度の数値目標の設定

（１）　福祉施設の入所者の地域生活への移行

	項　目
	第4期

計画値
	Ｈ29
実績見込

(H30.4)
	目標値
	考え方

	平成28年度末時点の

施設入所者数(Ａ)
	227人

※平成25年末
時点
	
	228人
（基準値）
	福祉施設に入所している障害者

	平成32年度末の入所者数(Ｂ)
	217人
※平成29年度末の目標
	229人
	222人
	

	【成果目標】

入所者減少見込数

（Ａ－Ｂ）
	10人
	-2人
	6人
	平成32年度末段階での減少見込数

	【成果目標】

地域生活移行者数
	25人
	11人
	19人
	（Ａ）のうち、平成32年度末までに地域生活へ移行する者の数


（２）　福祉施設から一般就労への移行等

	項　目
	H27実績
	第4期

計画値
	Ｈ28実績
	目標値
	考え方

	【成果目標】

一般就労移行者数（年間）（Ａ）
	15人
	37人
	19人
	32人
	平成32年度において福祉施設を退所し、一般就労する人の数

	【成果目標】

就労移行支援事業の利用者数
	27人
	55人
	28人
	35人
	平成32年度末における就労移行支援事業の利用者数

	【成果目標】

事業所ごとの就労移行率
	50％
	50％
	75％
	50％
	就労移行支援事業所のうち、就労移行率が３割以上の事業所の割合


２　各年度における指定障害福祉サービス又は指定相談支援等の種類
ごとの必要な量の見込みと主な指定障害福祉サービス基盤整備計画
（１）　訪問系サービス
〔各年度の見込量（１か月当たりの見込量）〕

	区　分
	単　位
	27年度

（実績）
	28年度（実績）
	29年度
(実績見込)
	30年度
	31年度
	32年度

	居宅介護、

重度訪問介護、

同行援護、

行動援護、

重度障害者等

包括支援
	利用者数
	人
	105
	110
	102 
	115 
	123 
	130 

	
	利用量
	時間分
	1,402
	1,358
	1,264 
	1,465 
	1,557 
	1,604 


（２）　日中活動系サービス
〔各年度の見込量（１か月当たりの見込量）〕
	区　分
	単　位
	27年度

（実績）
	28年度（実績）
	29年度

(実績見込)
	30年度
	31年度
	32年度

	生活介護
	利用者数
	人
	363
	366
	364 
	375 
	380 
	385 

	
	利用量
	人日分
	7,087
	7,267
	7,123 
	7,250 
	7,367 
	7,465 

	自立訓練

（機能訓練）
	利用者数
	人
	0
	0
	0 
	1 
	2 
	2 

	
	利用量
	人日分
	0
	0
	0 
	8 
	30 
	30 

	自立訓練

（生活訓練）
	利用者数
	人
	16
	17
	18 
	20 
	22 
	24 

	
	利用量
	人日分
	191
	236
	227 
	256 
	276 
	296 

	就労移行支援
	利用者数
	人
	27
	28
	25 
	30 
	32 
	35 

	
	利用量
	人日分
	468
	525
	476 
	591 
	639 
	705 

	就労継続支援

（Ａ型）
	利用者数
	人
	91
	115
	132 
	149 
	164 
	176 

	
	利用量
	人日分
	1,831
	2,307
	2,797 
	3,215 
	3,539 
	3,794 

	就労継続支援

（Ｂ型）
	利用者数
	人
	245
	234
	244 
	250 
	259 
	268 

	
	利用量
	人日分
	4,551
	4,604
	4,506 
	4,701 
	4,872 
	5,043 

	就労定着支援
	利用者数
	人
	
	
	
	5 
	10 
	13 

	療養介護
	利用者数
	人
	44
	47
	47 
	45 
	46 
	46 

	短期入所

（福祉型、医療型）
	利用者数
	人
	37
	40
	45 
	51 
	58 
	65 

	
	利用量
	人日分
	238
	296
	293 
	333 
	378 
	423 


※「人日分」：月間の利用人員×平均日数
〔基盤整備計画〕

	区　分
	単　位
	29年度

実績見込
	整備計画
	（参考）32年度累計

	
	
	
	30年度
	31年度
	32年度
	

	生活介護
	事業所数
	箇所
	9
	0
	9
	0
	9

	
	定員数
	人
	276
	0
	276
	0
	276

	自立訓練

（機能訓練）
	事業所数
	箇所
	0
	0
	0
	1
	1

	
	定員数
	人
	0
	0
	0
	9
	9

	自立訓練

（生活訓練）
	事業所数
	箇所
	2
	0
	2
	0
	2

	
	定員数
	人
	26
	0
	26
	0
	26

	就労移行支援
	事業所数
	箇所
	4
	0
	4
	0
	4

	
	定員数
	人
	40
	0
	40
	0
	40

	就労継続支援

（Ａ型）
	事業所数
	箇所
	3
	1
	4
	1
	5

	
	定員数
	人
	50
	19
	69
	19
	88

	就労継続支援

（Ｂ型）
	事業所数
	箇所
	8
	0
	8
	0
	8

	
	定員数
	人
	210
	0
	210
	0
	210


（３）　居住系サービス
〔各年度の見込量（１か月当たりの見込量）〕
	区　分
	単　位
	27年度

（実績）
	28年度（実績）
	29年度

(実績見込)
	30年度
	31年度
	32年度

	施設入所支援
	利用者数
	人
	229
	222
	229 
	227 
	222 
	222 


	自立生活援助
	利用者数
	人
	
	
	
	5 
	8 
	9 

	共同生活援助

(グループホーム)
	利用者数
	人
	113
	122
	127 
	134 
	144 
	155 


〔基盤整備計画〕

	区　分
	単　位
	29年度

実績見込
	整備計画
	（参考）32年度累計

	
	
	
	30年度
	31年度
	32年度
	

	共同生活援助

(グループホーム)
	事業所数
	箇所
	7
	0
	7
	1
	8

	
	定員数
	人
	122
	0
	122
	15
	137

	施設入所支援
	事業所数
	箇所
	6
	-
	-
	-
	6

	
	定員数
	人
	217
	-
	-
	-
	217


（４）障害児通所支援
〔各年度の見込量（１か月当たりの見込量）〕
	区　分
	単　位
	27年度

（実績）
	28年度（実績）
	29年度

(実績見込)
	30年度
	31年度
	32年度

	福祉型児童発達支援
	利用
児童数
	人
	76
	70
	77 
	80 
	83 
	86 

	
	利用量
	人日分
	706
	660
	840 
	868 
	900 
	932 

	医療型児童発達支援
	利用
児童数
	人
	1
	4
	4 
	5 
	7 
	8 

	
	利用量
	人日分
	9
	46
	39 
	49 
	69 
	79 

	放課後等デイサービス
	利用
児童数
	人
	50
	64
	73 
	89 
	102 
	115 

	
	利用量
	人日分
	435
	675
	837 
	1,017 
	1,173 
	1,329 

	保育所等訪問支援
	利用
児童数
	人
	5
	1
	17 
	19 
	21 
	22 

	
	利用量
	人日分
	5
	4
	17 
	19 
	21 
	22 

	居宅訪問型児童発達支援
	利用
児童数
	人
	
	
	
	0 
	1 
	2 

	
	利用量
	人日分
	
	
	
	0 
	1 
	2 


〔基盤整備計画〕

	区　分
	単　位
	29年度

実績見込
	整備計画
	（参考）32年度累計

	
	
	
	30年度
	31年度
	32年度
	

	福祉型児童発達支援
	事業所数
	箇所
	1
	0
	1
	0
	1

	
	定員数
	人
	30
	0
	30
	0
	30

	医療型児童発達支援
	事業所数
	箇所
	0
	0
	0
	0
	0

	
	定員数
	人
	0
	0
	0
	0
	0

	放課後等デイサービス
	事業所数
	箇所
	2
	2
	4
	1
	5

	
	定員数
	人
	20
	20
	40
	10
	50


（５）相談支援
〔各年度の見込量（１か月当たりの見込量）〕
	区　分
	単　位
	27年度

（実績）
	28年度（実績）
	29年度

(実績見込)
	30年度
	31年度
	32年度

	計画相談支援
	利用者数
	人
	334
	351
	145 
	157 
	170 
	183 

	地域相談支援

(地域移行支援)
	利用者数
	人
	0
	1
	0 
	5 
	5 
	6 

	地域相談支援

(地域定着支援)
	利用者数
	人
	1
	0
	0 
	3 
	4 
	6 

	障害児相談支援
	利用者数
	人
	78
	70
	54 
	59 
	66 
	74 


（６）医療的ケア児に対する関連分野の支援を調整するコーディネーターの配置人数
〔各年度の見込量〕
	区　分
	単　位
	29年度

(実績見込)
	30年度
	31年度
	32年度

	医療的ケア児に対する関連分野の支援を調整するコーディネーターの配置
	配置人数
	人
	－
	0 
	1 
	2 


資料　４





※本案における各種数値は、現時点における概数を示したものであり、今後変動がありえます。


※第４期から追加・修正した項目等は下線になっています。
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【国指針】福祉施設から一般就労への移行等


＜成果目標＞


○　一般就労移行者数


平成３２年度中に一般就労へ移行する者の目標値として、平成２８年度の一般就労への移行実績の１．５倍以上とすることを基本とする。


○　就労移行支援事業の利用者数


平成３２年度末の利用者数が、平成２８年度末における利用者数の２割以上増加することを目指す。


○　就労移行支援事業所ごとの就労移行率


就労移行率が３割以上の事業所を全体の５割以上とすることを目指す。


○　就労定着率


就労定着支援事業による支援開始から１年後の職場定着率を８割以上となることを目指す。





＜活動指標＞


○　就労移行支援事業及び就労継続支援事業の利用者の一般就労への移行者数


平成３２年度において、就労移行支援事業及び就労継続支援事業の利用者のうち、一般就労への移行者数の見込みを設定する。


○　障害者に対する職業訓練の受講


平成３２年度において、福祉施設から一般就労へ移行する者のうち、職業訓練の受講者数の見込みを設定する。（委託訓練事業の他、障害者職業能力開発校と一般の職業能力開発校で実施する職業訓練も含める）


○　福祉施設から公共職業安定所への誘導


平成３２年度において、福祉施設の利用者のうち公共職業安定所へ誘導する者の人数の見込みを設定する。


○　福祉施設から障害者就業・生活支援センター事業への誘導


平成３２年度において、福祉施設の利用者のうち障害者就業・生活支援センターへ誘導する者の人数の見込みを設定する。


○　公共職業安定所における福祉施設利用者の支援


平成３２年度において、福祉施設の利用者のうち、公共職業安定所の支援を受けて就職することができるよう、支援対象者数の見込みを設定する。





厚生センター･


保健所





※　センターは障害種別に関わらず利用できます。





Ⅶ　その他自立支援給付及び地域生活支援事業並びに障害児通所支援等の円滑な実施を確保するための必要な事項





Ⅷ　計画の達成状況の点検及び評価





Ⅸ　障害保健福祉圏域別の数値目標等
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